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第１章 はじめに 

１．基本的な考え方 

（１）目的 

ワクチンの接種により、個人の感染や発症、重症化を防ぐことで、国

民の健康を守るとともに、受診患者数を減少させ、入院患者数や重症者

数を抑え、医療提供体制が対応可能な範囲内に収めることは、新型イン

フルエンザ等による健康被害や社会経済活動への影響を最小限にとどめ

ることにつながる。そのため、新型インフルエンザ等の発生時に安全で

有効なワクチンを迅速に供給するために、「ワクチン開発・生産体制強化

戦略」（令和３年６月１日閣議決定）に基づき、平時から、緊急時におけ

るワクチンの迅速な開発・供給を可能にするために必要な施策に取り組

んでいくことが重要である。また、国、都道府県及び市町村（特別区を

含む。以下同じ。）は、医療機関や事業者、関係団体等とともに平時から

接種の具体的な体制や実施方法について準備をしておく必要がある。 

新型インフルエンザ等の発生時には、我が国における開発・生産はも

とより、外国からの輸入、外国で開発された製品の国内生産等の全ての

手段を通じて、安全で有効なワクチンの迅速な供給を行うとともに、接

種に当たっても、事前の計画を踏まえつつ、新型インフルエンザ等に関

する新たな知見を踏まえた柔軟な運用を行う。 

 

（２）位置付け 

本ガイドラインは、新型インフルエンザ等対策政府行動計画（令和６

年７月２日閣議決定）第３部第７章ワクチンの対策項目に関して、ワク

チンの研究開発から確保、供給及び接種体制の確立までの一連のオペレ

ーション並びに情報提供・共有等の対策の具体的な実施内容等を示した

ものである。 

なお、2023 年度末まで実施した新型コロナワクチンに係る特例的な臨

時接種（予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）第 30 条の規定による第一

号法定受託事務）の事務その他の事項については、2020 年 12 月 17 日に

作成した「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手

引き」に、接種を実施する医療機関等における具体的な取扱事務につい

ては、2021 年１月 18 日に作成した「新型コロナウイルス感染症に係る予

防接種の実施に関する医療機関向け手引き」に示している。 

また、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）第９章の２に規定す

る、感染症対策物資等（ワクチンの接種に必要となる針・シリンジ、個
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人防護具、冷凍庫等）の生産・輸入に係る要請や報告徴収等に係る制度

運用の具体については、「感染症法等に基づく医薬品等の供給情報の報告

徴収・生産促進要請等に関する運用ガイドライン」（令和６年４月１日厚

生労働省医政局医薬産業振興・医療情報企画課）にて詳細を示している。 

 

（３）ワクチンの特性 

① パンデミックが発生した際には、国の責任の下、地方公共団体、医

療機関等の関係機関や、国民の協力を得て、可能な限り速やかにワク

チンの接種を行う。ワクチンの接種には、一般に、発症や重症化の予

防等の効果がある一方、不可避的に生ずる予防接種の副反応による健

康被害のリスクが存在する。このため、ワクチン接種の実施に当たっ

ては、予防接種の有効性及び副反応による健康被害のリスクについて、

利用可能な疫学情報を含めた科学的根拠を基に評価する必要がある。 

② パンデミック対策におけるワクチンについては、パンデミックワク

チンと、新型インフルエンザに関するプレパンデミックワクチンの２

種類がある。 

ａ プレパンデミックワクチン（新型インフルエンザ） 

プレパンデミックワクチンは、新型インフルエンザが発生する前の

段階で、鳥インフルエンザの発生状況等を踏まえ、パンデミックを引

き起こす可能性のあるインフルエンザウイルスを基に製造される。流

行前に製造されたプレパンデミックワクチンについては、同様のウイ

ルスの亜型であるかどうかにかかわらず、流行前の時点でその有効性

の評価を定めることはできない。 

ｂ パンデミックワクチン 

パンデミックワクチンは、新型インフルエンザ等の発生後に当該新

型インフルエンザ等の病原体を基に製造される。パンデミックワクチ

ンは主にその主成分の種類に応じて、以下のように分類される。 

・ 生ワクチン 

病原性を弱めた病原体からできたワクチン。接種すると、その病

気に自然にかかった場合とほぼ同じ免疫力がつくことが期待できる。

一方で、副反応として、軽度で済むことが多いものの、その病気に

かかったような症状が出ることがある。 

・ 不活化ワクチン、組換えタンパクワクチン 

感染力をなくした病原体や、病原体を構成するタンパク質からで

きたワクチン。１回接種しただけでは必要な免疫を獲得・維持でき

ないため、一般に複数回の接種が必要。 
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・ mRNA（メッセンジャーRNA）ワクチン、DNA ワクチン、ウイルス

ベクターワクチン 

病原体を構成するタンパク質の遺伝情報を投与するワクチン。そ

の遺伝情報を基に、体内で病原体のタンパク質を作り、そのタンパ

ク質に対する抗体が作られることで免疫を獲得する。 

 

（４）その他 

国は、新型インフルエンザ等対策の実施に当たっては、予防接種の必

要性やリスクについて国民に対して十分説明し、理解を得るよう努めな

ければならない。また、医学的理由等による未接種者等がいることにつ

いて配慮が必要であることに留意する。 
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第２章 準備期における対応 

１．ワクチンの研究開発（第３部第７章 1-1） 

① 国は、「ワクチン開発・生産体制強化戦略」に基づき、研究開発・生産

体制強化策に関係する省庁（府を含む。以下同じ。）で連携して取り組む。

ワクチンの国内開発・生産は国家の安全保障にも関わる問題であり、緊

急時の迅速な対応とともに、平時においても緊急時を念頭に置いた継続

的な研究開発が行われるよう関係部門の調整及び指示系統を明確にする。

なお、研究開発においては国立研究開発法人日本医療研究開発機構

（AMED）内に設置された先進的研究開発戦略センター（SCARDA）と連携

して、平時から国産ワクチンの開発に資する研究開発を推進するととも

に、産学官連携による基礎研究から実用化までのシームレスかつ世界を

リードするワクチンの研究開発を推進する。また、国は、新型インフル

エンザ等の発生時に速やかにワクチンの開発に着手できるよう、想定し

たシナリオに基づく机上シミュレーション等を行い、必要な対応を確認

しておく。さらに、国は、基礎研究から上市後まで一貫して支援する。

（1-1-1） 

② 厚生労働省は、新型インフルエンザ等に関するワクチンについては、

新型インフルエンザ等発生後、ワクチン製造用のウイルス株が決定され

てから６か月以内に全国民分のパンデミックワクチンを国内で製造する

体制を構築することを目指し、新しいワクチンの製造法や、新しい投与

方法等の研究・開発を促進するとともに、生産ラインの整備を推進する。

また、これらのワクチン開発に合わせて、小児や乳幼児への接種用量に

ついて検討を行う。(1-1-6) 

③ 厚生労働省が確保した新型インフルエンザのプレパンデミックワクチ

ンについて、国立健康危機管理研究機構1（Japan Institute for Health 

Security）（以下「JIHS」という。）は、有効性等に関する非臨床試験を

行った後に、臨床試験を実施し、安全性と免疫原性2の検証を行い、新型

インフルエンザ発生時にプレパンデミックワクチンで誘導される免疫の

交差性の確認ができるよう、血清の保存等の対応を行う。 

④ 厚生労働省は、発生した新型インフルエンザ等の種類や型、変異状況

等に応じて、製造株を変更できるよう、SCARDA で支援しているワクチン

 
1 JIHS 設立までの間、本文書における「JIHS」に関する記載は、JISH 設立前に相当する業務を行う「国

立感染症研究所」若しくは「国立国際医療研究センター」又は「国立感染症研究所及び国立国際医療研

究センター」に読み替えるものとする。 

2 病原体の抗原が抗体の産生や細胞性免疫を誘導する性質。 
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の研究開発の状況もいかして、プロトタイプワクチン3や新規モダリティ4

ワクチンの開発を進める。 

 

２．ワクチンの確保（第３部第７章 1-2） 

（１）プレパンデミックワクチン（新型インフルエンザの場合）（第３部第

７章 1-2-1） 

① パンデミックワクチンの開発・製造には一定の時間がかかるため、

新型インフルエンザに対しては、パンデミックワクチンが開発・製造

されるまでの対応として、医療従事者や国民生活及び国民経済の安定

に寄与する業務に従事する者等に対し、感染対策の一つとして、プレ

パンデミックワクチンの接種を行うこととし、厚生労働省は、その原

液の製造・備蓄を進める。 

② JIHS は、定期的に行われる WHO のワクチン推奨株選定会議での議論

を踏まえ、高病原性鳥インフルエンザに関するリスクアセスメントを

行うとともに、WHO が示すワクチン候補株リストに掲載されたもののう

ち、供与可能とされているものを取り寄せる。また、国内で野生株を

得られた場合には、必要に応じてワクチン株を作成する。 

③ JIHS は、高病原性鳥インフルエンザに関するリスクアセスメントに

て推奨されるワクチン候補株を示す。 

④ 厚生労働省は、推奨されるワクチン候補株のうち、製薬関係企業で

の製造可能性等を考慮し選択されたワクチン株について専門家の意見

を聴いて決定する。 

⑤ 厚生労働省は、JIHS からの科学的知見を基に、ウイルスの変異等の

状況や、分離株の最新の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見

直しを逐次検討し、その結果に即して製造を行うとともに、プレパン

デミックワクチンの製造に必要な分離株の弱毒化やこれに関連する品

質管理等を国内で実施することのできる体制の充実を図る。 

⑥ 厚生労働省は、新型インフルエンザの発生後、発生したウイルスに

対してプレパンデミックワクチンの有効性が期待される場合に迅速な

接種が行えるよう、備蓄ワクチンの一部をあらかじめ製剤化しておく。 

⑦ 厚生労働省は、新しいモダリティのワクチン開発状況を踏まえた上

で、プレパンデミックワクチンの位置付け等について総合的に検討し、

 
3 模擬ワクチン。新型インフルエンザの流行時において、必要に応じて製造株を変更（亜型の変更も含

む。）することを前提として、平時に、ワクチン製造のモデルとなるインフルエンザウイルスを用いて、

製造・開発されるインフルエンザワクチン。 

4 生ワクチン、弱毒ワクチン、不活化ワクチン、組換えタンパクワクチン、mRNA ワクチンといったワクチ

ンの製造手法のこと。 
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パンデミック発生時に迅速にワクチンを導入するための準備を行う。 

 

（２）パンデミックワクチン（第３部第７章 1-2-2） 

① 国は、SCARDA における重点感染症等に関するワクチン開発状況など、

ワクチン開発及び生産に関する関係機関、研究者、事業者等の現状を

関係省庁間で共有し、必要な支援やその方針等を定めた上、不断の更

新を行う。また、国内に整備されているワクチン製造拠点や製造能力

の情報等を関係省庁間で共有し、必要な支援やその方針等を検討する。

（1-2-2-2） 

② 国内のワクチン製造拠点の製造量等を考慮し、国内製造分のワクチ

ンだけでは不足が生じる事態に備え、輸入ワクチンの確保の基本的考

え方を定めるとともに、デュアルユース設備5の国内整備など、パンデ

ミック発生時において全国民分のワクチン生産を可能とする国内生産

体制整備には一定の時間を要することから、それまでの間、海外から

のワクチンの輸入が可能になるように、以下の取組を行う。（1-2-2-3） 

ａ 国内に整備されているワクチン製造拠点や製造能力の情報等を基

に、国内生産ワクチンだけでは不足が見込まれる分量を試算する。 

ｂ 海外のワクチン製造販売業者に対して、開発状況や日本への供給

可能性、供給時期、供給可能量等について、情報収集を行うととも

に、突発的に調達の交渉の必要性が生じた際にも連絡可能となるよ

う、関係性の構築に努める。 

③ 厚生労働省は、新しいモダリティのワクチン開発状況を踏まえた上

で、パンデミック発生時に製造するパンデミックワクチンのモダリテ

ィ等について総合的に検討し、パンデミック発生時に迅速にワクチン

を導入するための準備を行う。 

 

（３）ワクチンの接種に必要な資材（第３部第７章 1-2-3） 

① 国は、ワクチンの接種に必要となる注射針やシリンジ等の資材（以

下「ワクチンの接種に必要な資材」という。）について、国内において

どのような事業者が製造又は輸入しているのか、国内在庫の量や、パ

ンデミック時にどれだけの数量を確保できる見込みかを準備期におい

ても把握するために、以下について取り組む。 

ａ ワクチンの接種に必要な資材の製造業者等から、パンデミック時

の資材の製造や品質、価格の見込みに関して情報収集を行う。 

 
5 平時は企業のニーズに応じたバイオ医薬品を製造し、有事にはワクチン製造へ切り替えられる設備のこ

と。 



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 

（第２章 準備期における対応） 

- 7 - 
 

ｂ 医療機関等において日常的に使用されている資材の品質、価格等

について定期的なヒアリングを行うなど、一般流通市場における相

場等の情報収集を行う。 

② 国は、ワクチンの接種に必要な資材の確保状況の検討に当たっては、

国内で実用化されているワクチンの製剤の形態や接種方法等も考慮す

る。また、接種量や接種方法等の違いにより、年齢層等に応じて必要

となるシリンジの容量や針の長さなどの資材の種類が異なる可能性が

あることも考慮する。 

③ 国は、開発されるワクチンの種類によっては、ワクチンの保管や輸

送に必要な条件が異なる（例：超低温冷凍庫が必要になる）可能性も

考えられることから、モダリティごとの保存条件や輸送条件に関する

情報収集を行う。 

④ 市町村又は都道府県は、以下の表１を参考に、平時から予防接種に

必要となる資材の確保方法等の確認を行い、接種を実施する場合に速

やかに確保できるよう準備する。 

 

表１ 予防接種に必要となる可能性がある資材 

【準備品】 【医師・看護師用物品】 

□消毒用アルコール綿 

□トレイ 

□体温計 

□医療廃棄物容器、針捨て容器 

□手指消毒剤 

□救急用品 

接種会場の救急体制を踏ま

え、必要な物品を準備する

こと。代表的な物品を以下

に示す。 

・血圧計等 

・静脈路確保用品 

・輸液セット 

・生理食塩水 

・アドレナリン製剤、抗ヒスタ

ミン剤、抗けいれん剤、副腎

皮質ステロイド剤等の薬液 

 

□マスク 

□使い捨て手袋（Ｓ・Ｍ・Ｌ） 

□使い捨て舌圧子 

□膿盆 

□聴診器 

□ペンライト 

【文房具類】 

□ボールペン（赤・黒） 

□日付印 

□スタンプ台 

□はさみ 

【会場設営物品】 

□机 

□椅子 

□スクリーン 

□延長コード 

□冷蔵庫／保冷バッグ・保冷剤 

□ワクチン保管用冷凍庫・冷蔵

庫 

□耐冷手袋等 
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３．ワクチンの供給体制（第３部第７章 1-3） 

① 厚生労働省は、都道府県に対し、管内市町村、都道府県医師会、都道

府県卸売販売業者団体等の管内関係者と協議の上、ワクチンを円滑に流

通させられるよう、以下の体制を整備するよう要請する。 

ａ 管内の卸売販売業者や医療機関等の在庫状況等を短期間で把握する

ことが可能な体制 

ｂ ワクチンの偏在があった場合の卸売販売業者の在庫に係る融通方法 

ｃ 管内市町村との連携の方法及び役割分担 

② 厚生労働省は、一括してワクチンの供給を担う場合に備え、医療機関

等のワクチン納入希望量を集約し、市町村又は都道府県への分配量を決

定し、分配につなげるシステムを稼働できるよう整備を行う。都道府県

及び市町村は、実際にワクチンを供給するに当たっては、管内のワクチ

ン配送事業者のシステムへの事前の登録が必要になる可能性があるため、

随時事業者の把握をするほか、医療機関単位のワクチン分配量を決定す

る必要もあることから、管内の医療機関と密に連携し、ワクチンの供給

量が限定された状況に備え、ワクチンの供給量に応じた医療機関ごとの

分配量を想定しておく。 

 

４．接種体制（第３部第７章 1-5） 

（１）接種体制（第３部第７章 1-5-1） 

国は、新型インフルエンザ等の発生時に、迅速に予防接種の実施が可

能となるよう、予防接種事務のデジタル化等を推進し、市町村又は都道

府県の接種体制の迅速な構築に資するよう、必要な取組を行う。 

市町村及び都道府県は、新型インフルエンザ等の発生時に、迅速に特

定接種又は住民接種の実施が可能となるよう、準備期の段階から、地域

医師会等と連携し、医療従事者、接種場所、接種に必要な資材等の確保

等など接種体制の構築に向けた検討を行う。 

 

（２）特定接種（第３部第７章 1-5-2） 

① 特定接種の制度概要について 

特定接種とは、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法

律第 31号。以下「特措法」という。）第 28条に基づき、「医療の提供並

びに国民生活及び国民経済の安定を確保するため」に行うものであり、

政府対策本部長がその緊急の必要があると認めるときに、厚生労働省

に指示し、臨時に行われる予防接種をいう。 

特定接種の対象となり得る者は、 
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ａ 「医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に寄与する

業務」を行う事業者であって厚生労働大臣の定めるところにより厚

生労働大臣の登録を受けているもの（以下「登録事業者」という。）

のうちこれらの業務に従事する者（厚生労働大臣の定める基準に該

当する者（以下「登録対象者」という。）に限る。） 

ｂ 国家公務員及び地方公務員のうち、 

ⅰ 新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務に従事

する者 

ⅱ 新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な

実施が強く求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的と

する業務や国家の危機管理に関する職務に従事する者 

ⅲ 民間の登録対象者と同様の職務に従事する者 

である。 

② 特定接種の位置付け 

ａ 特定接種については、備蓄しているプレパンデミックワクチンが

有効であれば、それを用いることとなるが、発生した新型インフル

エンザ等が備蓄しているもの以外の感染症であった場合や亜型が異

なる場合、抗原性が大きく異なる場合など、備蓄ワクチンの有効性

が低い場合には、パンデミックワクチンを用いることとなる。 

ｂ 特定接種対象者は、海外で新型インフルエンザ等が発生した場合

に、他の国民よりも先に、ワクチンの接種を開始することが想定さ

れる6ため、優先的に接種すべき要因のある特定接種の緊急性を踏ま

えれば、接種に用いるワクチンの別にかかわらず、その範囲や総数

は、国民が十分理解できるものでなければならない。 

したがって、特定接種対象者の範囲や総数は、国民の理解が得られ

るよう、政府対策本部において、登録対象者の中から、発生時の状況

に応じて柔軟に決定する。 

③ 特定接種の登録対象者の基準及びその考え方 

ａ 特定接種を実施する場合、住民接種よりも先に開始されることを

踏まえれば、特定接種の対象となり得る者については、国民にとっ

て十分理解が得られるように、特措法上高い公益性・公共性がある

と認められるものでなければならない。このうち「国民生活及び国

民経済の安定に寄与する業務を行う事業者」について、特措法上の

公益性・公共性が認められるのは国及び地方公共団体と同様の新型

インフルエンザ等対策実施上の責務を担う指定（地方）公共機関制

 
6 特定接種の全てが終わらなければ住民接種が開始できないというものではない。 
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度であり、この制度を中心として特定接種の対象業務を定める。ま

た、この指定公共機関制度による考え方には該当しないが、特例的

に国民生活の維持に必要な食料供給維持等の観点から、食料製造・

小売事業者などが特定接種の対象となり得る登録事業者として追加

される。なお、特定接種と住民接種を同時に行う可能性があること

に留意する。 

ｂ 具体的には、以下のような業種基準、事業者基準及び従事者基準

を設定し、全ての基準を満たした者を登録対象者とする。以下に基

本的考え方及び基準を記す。 

 

表２ 基本的考え方及び基準 

ステップⅠ＜業種基準＞： 

 公益性・公共性の観点から「医療の提供の業務又は国民生活及び国民経

済の安定に寄与する業務」を行う事業者に該当する業種を選定する基準 

 

ステップⅡ＜事業者基準＞： 

 特措法第４条第３項の努力義務（事業継続義務）を果たし得る事業者を

選定する基準 

 

ステップⅢ＜従事者基準＞： 

 ステップⅡで絞り込んだ事業者の従事者のうち、当該業務に「従事する

者」を選定する基準 

 

ステップⅠ＜業種基準＞に基づく選定 

ⅰ 医療提供体制を確保することが新型インフルエンザ等対策の基本

であることに鑑み、医療の提供の業務を特定接種の対象とする。 

ⅱ 「国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者」に

ついては、特措法上の想定する公共性・公益性を有するかどうかの

観点から業種の基準を設ける。具体的には、指定（地方）公共機関

に指定されている事業者、これと同類の事業ないし同類と評価され

得る社会インフラに関わる事業者、また、国民の生命に重大な影響

があるものとして介護・福祉事業者が該当する。また、この指定公

共機関制度による考え方には該当しないが、国民生活の維持に必要

な食料供給維持等の観点から、食料製造・小売事業者などが特定接

種の対象となっている。 

ⅲ 指定（地方）公共機関は、新型インフルエンザ等発生時に、新型

インフルエンザ等対策を実施する責務を有するとともに、政府対策

本部長等による総合調整・指示、個別の措置の実施要請・指示に従
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い、国や地方公共団体と連携・協力し、新型インフルエンザ等対策

に万全を期す責務を有する。 

指定（地方）公共機関は、国、地方公共団体と並ぶ新型インフルエ

ンザ等対策の実施主体として、特措法上の想定する公共性・公益性を

体現していると考えられる。 

ⅳ このため、登録事業者として、指定（地方）公共機関を中心にそ

の基準を設けることが適当であり、具体的には別添のとおりである。 

 

ステップⅡ＜事業者基準＞に基づく選定 

ⅰ ステップⅠで選定した業務を行う事業者について、特措法第４条

第３項の努力義務（事業継続義務）を果たすため、「Ａ．医療分野」

は、以下の事業者基準ⅱを、「Ｂ．国民生活・国民経済安定分野」は、

以下の事業者基準ⅰ、ⅱのいずれも同時に満たすこと。 

 

（事業者基準ⅰ） 

ⅱ 産業医を選任していること7 

特定接種を迅速に進め、住民接種をできる限り早く実施するため、

事業者自らが接種体制を整える。なお、「介護・福祉型8」については、

産業医の選任を求めないが、嘱託医に依頼するなど迅速に接種が行え

る体制を確保すること。 

また、医療分野については、当該基準は適用しないこととするが、

事業者自ら接種体制を整えること。 

 

（事業者基準ⅱ） 

ⅲ 事業継続計画（以下「BCP」という。）を作成していること 

登録事業者は、当該「業務を継続的に実施するよう努めなければな

らない」という責務（特措法第４条第３項）を負うことから、新型イ

ンフルエンザ等発生時から収束までの間、継続し得る体制・計画を整

える。また、特定接種に関する内容（業務、接種人数、接種場所等）

についても、BCP に含めること。 

ⅳ なお、特定接種は、「緊急の必要」があるときに実施するものであ

り、同種事業を提供し得る事業者が多数存在し、指定公共機関型及

び指定公共機関同類型9以外の業務を行う業種については、まん延時

 
7 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）に基づき、労働者数が常時 50 人以上の事業場に選任義務あ

り。 

8 別添（１）に示す「B-1：介護・福祉型」の基準に該当する者 

9 別添（１）に示す「B-2：指定公共機関型、B-3：指定公共機関同類型」の基準に該当する者 
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にもある程度の事業を継続していることが想定される場合は特定接

種の必要性は少ないと考えられる。 

 

ステップⅢ＜従事者基準＞に基づく選定 

ⅰ 登録事業者として登録した場合であっても、当該事業者の業務に

従事する者が全て特定接種の対象となるのではなく、厚生労働大臣

の定める基準に該当する者に限定される（特措法第 28 条第１項第１

号）。登録の対象となる業務は別添のとおりである。 

 

（常勤換算） 

ⅱ 「登録の基になる業務に直接従事する者」のうち、登録対象者数

については、例えば、週１日しか勤務しない者が５人いる場合と、

週５日勤務する者が１人いる場合の均衡を考慮し、登録する従事者

数は常勤換算する。 

 

（外部事業者の考え方） 

ⅲ 登録の基になる業務の継続には、関連会社等の外部事業者の協力

が必要な場合がある。このため、登録事業者の登録の基になる業務

を受託している外部事業者の職員（登録事業者に常駐して当該業務

を行う等不可分一体となっている場合に限る。）は、登録事業者の全

従業員数の母数に含むこととし、その要件に該当しない場合、外部

事業者に対しては、登録事業者が確実に当該業務従事者を管理する

ことを前提に、その割り当てられたワクチンを外部事業者の従事者

に配分することを認めることとする。 

 

（総枠調整について） 

ⅳ 「登録の基になる業務に直接従事する者」のうち発生時に必要な

要員については、新型インフルエンザ等の発生時に国民から求めら

れるサービス水準と関係するものである。また、発生状況やワクチ

ンの製造・製剤化のスピード、住民接種の緊急性等からワクチン接

種人数が制約されることも考えられる。このようなことを考慮する

と、発生時に新型インフルエンザ等対策推進会議（以下「推進会議」

という。）での意見を聴いて政府対策本部が最終決定する特定接種の

ワクチンの総数を基に、「総枠調整率」等で配分割合を算定する。 

ⅴ 上記基準を踏まえると、以下の算定式により、事業者ごとの接種

総数が決まることとなる。 
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全従業員のうち、「登録の基になる業務に直接従事する者」の数×常

勤換算×総枠調整率 

ⅵ 当面の登録数については、備蓄ワクチンを使用する場合、特定接

種の対象者は0～1,000万人の範囲内10と想定することができる。また、

パンデミックワクチンを特定接種に使用する場合は、ワクチンの供

給量が初期には十分でないおそれがあるという意味で事態が切迫し

ており、より限定的に実施する必要がある、といった状況を踏まえ、

登録することとする。なお、登録数については、登録内容及び接種

対象者の精査を実施した後に、適宜見直すことを想定する。 

ⅶ また、パンデミックワクチンを特定接種に使用する場合は、住民

接種とトレードオフの関係にあり、備蓄ワクチンを使用する場合も

国民より先行的に接種を開始することについて国民の理解が不可欠

である。 

ⅷ さらに、パンデミックワクチンを特定接種に使用する場合に後続

して住民接種を行うこと等を想定し、実施主体が、対象者の接種記

録を確認できる環境を整えておく必要がある。 

ⅸ なお、個々の事業者における事業活動の特徴も踏まえつつ、パン

デミック発生時にどの程度のサービス水準になるのかなどについて、

法令の弾力化も関係することから、産業界、労働界と行政が協力し

て今後検討していく必要があり、また、そうした検討を推進会議で

もいかしていくことが求められる。 

④ 特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務員について 

特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務員については別

添のとおりである。 

⑤ 特定接種の登録方法等について 

ａ 特定接種の対象となり得る登録事業者は、医療の提供の業務又は

国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者のうち、

本ガイドラインにおいて示される「特定接種の対象となり得る業

種・職務について」により定められている。 

ｂ その登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基準に該当

する業務に従事する者のみが、実際に特定接種の対象となり得る。 

ｃ 特定接種を特に速やかに実施する必要があることから、内閣感染

症危機管理統括庁（以下「統括庁」という。）は、業種を担当する省

庁等に対し、厚生労働大臣が定める以下の具体的な手順により、あ

 
10 備蓄ワクチンは、検討時点で最も危機管理上の重要性の高い株について毎年備蓄を進めている。ただ

し、備蓄ワクチンが有効でない場合など、接種しないこともあり得る。 
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らかじめ接種対象者の属する事業者に対し特定接種に係る登録の要

請を行う。 

ｄ 特措法第 28 条第３項の規定に基づき、厚生労働省は、自らが行う

特定接種及び登録の実施に関し必要があると認めるときは、官公署

に対し、必要な資料の閲覧等を求め、又は登録事業者その他の関係

者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。 

ｅ 特措法第 28 条第４項の規定に基づき、厚生労働省は、特定接種及

び登録の円滑な実施のため必要があると認めるときは、登録事業者、

都道府県知事、市町村長及び各省庁の長に対して、労務又は施設の

確保その他の必要な協力を求めることができる。 

ｆ また、業種を担当する省庁等は、ある事業者が登録事業者に該当

する業種基準及び事業者基準に該当するか、その事業者のどのよう

な従事者が従事者基準に該当するかについて、厳正に審査を行った

上で、厚生労働省に連絡する。 

ｇ 登録の周知等については、以下の方法を基本とする。 

ⅰ 厚生労働省は、業種を担当する省庁を通じて、地方公共団体の協

力を得ながら、特定接種の登録対象となる事業者に対し、登録申請

について情報提供を行う。 

ⅱ 業種を担当する省庁は、必要に応じ地方公共団体の協力を得て、

特定接種の登録対象となる事業者の意向を確認し、接種を希望する

対象事業者のリストを厚生労働省に報告する。 

ｈ 登録申請については、以下の方法を基本とする。 

ⅰ 登録事業者は、業種を担当する省庁（必要に応じ、地方公共団体

も）を通じて厚生労働省へ登録申請する。 

ⅱ 業種を担当する省庁は、必要に応じて地方公共団体の協力も得な

がら、当該事業者の登録内容について確認を行い、厚生労働省に対

して、当該事業者の登録に係る連絡をする。なお、内容に疑義があ

る場合には、必要に応じて当該事業者に対して照会を行うこととす

る。 

ⅲ 厚生労働省は、当該事業者の登録を行うとともに、業種を担当す

る省庁に対して、登録が完了した旨を連絡する。なお、当該事業者

の内容に疑義がある場合、必要に応じて業種を担当する省庁に照会

を行うことができるものとする。 

ｉ 特定接種の対象となり得る国家公務員は、その所属機関、地方公

務員については、所属する地方公共団体が対象者を把握し、厚生労

働省宛てに人数を報告する。 
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（３）特定接種の接種体制 

① 概要 

特定接種については、準備期から接種体制の構築を図るとともに、

発生からできるだけ早期に接種の準備を行い、接種を開始することが

必要である。 

② 法的位置付け・実施主体等 

ａ 特定接種は、特措法第 28 条の規定に基づき、予防接種法第６条第

３項による予防接種とみなし、同法の規定を適用し実施する。 

ｂ 特定接種は、登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基

準に該当する業務に従事している者及び新型インフルエンザ等対策

の実施に携わる国家公務員については、国が実施主体として接種を

実施し、新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員につ

いては、当該地方公務員の所属する市町村又は都道府県が実施主体

として接種を実施する。 

ｃ 接種に係る費用については、特措法第 65 条の規定に基づき、その

実施について責任を有する者が支弁する。 

ｄ 接種費用等については、接種に係るコスト等が適切に評価される

よう設定する。 

③ 準備期における準備 

ａ 特定接種対象者に対し、速やかに接種を開始することが求められ

るものであるため、準備期からできるだけ早期に接種体制を構築で

きるよう準備を行う。 

ｂ 原則として集団的な接種を行うため、100 人以上を単位として接種

体制を構築する必要がある。登録事業者は、企業内診療所において

接種体制を構築する、又は接種を行う地域の医療機関とあらかじめ

発生時に接種に協力する旨の協定を結ぶ等により接種体制を構築す

る。100 人以上の集団的な接種体制を構築できない登録事業者につい

ては、登録事業者が属する事業者団体が集団的な接種体制の確保を

図ること。 

なお、特定接種を事業者において実施する方法としては、企業内診

療所での接種、外部の医療機関からの診療による接種が考えられる。

企業内診療所の開設について新たに許可が必要な場合には、都道府県

又は保健所設置市等は迅速に対応する。 

ｃ 上記の方法によってもなお登録事業者又は登録事業者が属する事

業者団体ごとに集団的接種体制を構築することが困難な場合には、
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業種を担当する省庁等は、必要に応じ、厚生労働省、都道府県や市

町村の協力を得て、事業者を支援し、接種体制を構築させる。 

ｄ 医療従事者への特定接種は、勤務する医療機関において実施する

こととなるため、当該医療機関で接種体制を構築する。 

ｅ 特定接種の対象となり得る国家公務員や地方公務員については、

その所属機関が接種体制の構築を図る。 

 

（４）住民接種（第３部第７章 1-5-3） 

① 住民接種の対象者は接種を希望する国民全員が基本であるが、パン

デミックワクチンの供給の開始から全国民分の供給までには一定の期

間を要するため、準備期に、新型インフルエンザ等の発生後の状況に

応じてパンデミックワクチンの接種順位を決定する際の基本的な考え

方を整理し、それを踏まえて政府対策本部で的確かつ迅速に決定し得

るようにしておく。 

② 特定接種が行われない場合、まず、新型インフルエンザ等の患者の

診療や対応に直接従事する医療従事者等から接種する。 

③ 特定接種の対象となる者及び特定接種が行われない場合に先行的な

接種の対象となる医療従事者等以外の接種順位について、以下のとお

りあらかじめ整理された接種の範囲・順位に係る考え方を基に、重症

化しやすい者等、発生した新型インフルエンザ等に関する情報を踏ま

え、推進会議の意見を聴いた上で、政府対策本部において決定する。 

④ 住民接種の対象者については、以下の４群に分類する。 

ａ 医学的ハイリスク者：呼吸器疾患、心臓血管系疾患を有する者等、

発症することにより重症化するリスクが高いと考えられる者 

ⅰ 基礎疾患を有する者 

基礎疾患により入院中又は通院中の者をいう。厚生労働省は、

2009年のパンデミック時に取りまとめられた「新型インフルエンザ

ワクチンの優先接種の対象とする基礎疾患の基準 手引き」や 2020

年の新型コロナウイルス感染症のパンデミック時に取りまとめられ

た「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手引

き」を参考に、発生した新型インフルエンザ等による病状を踏まえ、

発生時に基準を示す。 

ⅱ 妊婦 

ｂ 小児（１歳未満の小児の保護者及び身体的な理由により予防接種

が受けられない小児の保護者を含む。） 

ｃ 成人・若年者 
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ｄ 高齢者：ウイルスに感染することによって重症化するリスクが高

いと考えられる群（65 歳以上の者） 

⑤ 接種順位については、以下のような新型インフルエンザ等による重

症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置いた考え方が考えられ

るが、緊急事態宣言がされている場合、国民生活及び国民経済に及ぼ

す長期的な影響を考慮する（特措法第 27 条の２第１項）と、我が国の

将来を守ることに重点を置いた考え方や、これらの考え方を併せた考

え方（重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置きつつ、併せ

て我が国の将来を守ることにも重点を置く考え方）もあることから、

こうした考え方を踏まえ、推進会議の意見を聴いた上で、政府対策本

部において決定する。なお、必要に応じ、推進会議に学識経験者の出

席を求める。 

 

接種順位の考え方の例 

ａ 重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置いた考え方  

・成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞成人・若年者＞小児＞高齢者の順で重症化し

やすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②成人・若年者 ③小児 ④高齢者 

・高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞高齢者＞小児＞成人・若年者の順で重症化し

やすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②高齢者 ③小児 ④成人・若年者 

・小児に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞小児＞高齢者＞成人・若年者の順で重症化し

やすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②小児 ③高齢者 ④成人・若年者 

 

ｂ 我が国の将来を守ることに重点を置いた考え方  

・成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞成人・若年者＞高齢者の順で重症化しやすい

と仮定） 

①小児 ②医学的ハイリスク者 ③成人・若年者 ④高齢者  

・高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞高齢者＞成人・若年者の順で重症化しやすい

と仮定） 

①小児 ②医学的ハイリスク者 ③高齢者 ④成人・若年者 

 

ｃ 重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置きつつ、併せて
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我が国の将来を守ることにも重点を置く考え方 

・成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（成人・若年者＞高齢者の順で重症化しやすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②小児 ③成人・若年者 ④高齢者 

・高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（高齢者＞成人・若年者の順で重症化しやすいと仮定） 

① 医学的ハイリスク者 ②小児 ③高齢者 ④成人・若年者 

 

※丸付き数字は接種順位を示す。 

 

【新型コロナ対応における接種順位の考え方】 

新型コロナ対応における住民接種の接種順位の考え方は、当初確保

できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行われる見通しで

あったことから、国が接種順位と接種の時期を公表し、順次接種して

いくこととした。初回接種については、接種目的に照らして、新型コ

ロナウイルス感染症患者（新型コロナウイルス感染症疑い患者を含

む。以下同じ。）に直接医療を提供する施設の医療従事者等（新型コロ

ナウイルス感染症患者の搬送に携わる救急隊員等及び患者と接する業

務を行う保健所職員等を含む。）、高齢者、基礎疾患を有する者及び高

齢者施設等の従事者を接種順位の上位に位置付けて接種することとし

た。接種順位の上位の者の具体的な範囲については 2020 年 12 月 17 日

に作成した「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関す

る手引き」において示している。 

 

（５）住民接種の接種体制 

① 概要 

新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を

与え、国民生活及び国民経済の安定が損なわれることのないようにす

るため緊急の必要があると認めるときは、国民全員がワクチンを接種

することができる体制の構築を図る。 

② 法的位置付け・実施主体等 

ａ 新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害

を与え、国民生活及び国民経済の安定が損なわれることのないよう

にするため緊急の必要があると認めるときは、特措法第 27 条の２第

１項の規定に基づき、予防接種法第６条第３項の規定（臨時の予防

接種）による予防接種として、市町村又は都道府県が接種を実施す

る。 

ｂ 住民接種の実施主体は、市町村又は都道府県とされているが、全

国民を対象とする住民接種を実施する場合においては、市町村にお
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いて接種体制を構築の上、当該市町村の住民の接種を実施すること

とし、都道府県は、管内の市町村の状況を踏まえ、必要に応じ補充

的に接種会場を設けるという役割分担が基本となる。 

ｃ 住民接種の費用負担については、予防接種法第 27 条第２項の規定

に基づき、国民に対する予防接種の費用全額を国庫が負担する。接

種費用については、接種に係るコスト等が適切に評価されるよう国

が設定する。 

③ 準備期における準備 

ａ 市町村又は都道府県は、住民接種については、厚生労働省及び市

町村にあっては都道府県の協力を得ながら、希望する国民全員が速

やかに接種することができるよう、準備期の段階から、初動期や対

応期に求められる対応を想定し、パンデミック時にワクチン接種の

円滑な実施が可能となるよう、以下に列挙する事項等の接種に必要

な資源等を明確にした上で、地域医師会等と連携の上、接種体制に

ついて検討を行う。また、必要に応じ、接種会場において円滑な接

種を実施できるよう接種の流れを確認するシミュレーションを行う

など接種体制の構築に向けた訓練を平時から行う。 

ⅰ 接種対象者数 

ⅱ 地方公共団体の人員体制の確保 

ⅲ 医師、看護師、受付担当者等の医療従事者等の確保 

ⅳ 接種場所の確保（医療機関、保健所、保健センター、学校等）及

び運営方法の策定 

ⅴ 接種に必要な資材等の確保 

ⅵ 国、都道府県及び市町村間や、医師会等の関係団体への連絡体制

の構築 

ⅶ 接種に関する住民への周知方法の策定  

ｂ 市町村又は都道府県は、医療従事者や高齢者施設の従事者、高齢

者等の接種対象者数を推計しておく等、住民接種のシミュレーショ

ンを行うことが必要である。また、高齢者支援施設等の入所者など、

接種会場での接種が困難な者が接種を受けられるよう、市町村又は

都道府県の介護保険部局、障害保健福祉部局と衛生部局等が連携し、

これらの者への接種体制を検討すること。 



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 

（第２章 準備期における対応） 

- 20 - 
 

表３ 接種対象者の試算方法の考え方 

 住民接種対象者試算方法  備考 

総人口 人口統計（総人口） A  

基礎疾患のあ

る者 
対象地域の人口の 7％ B  

妊婦 
母子健康手帳届出 

数 
C  

幼児 人口統計（1-6 歳未満） D  

乳児 人口統計（1 歳未満） E1  

乳児保護者※ 人口統計（1 歳未満）×2 E2 
乳児の両親として、対

象人口の 2 倍に相当 

小学生・ 

中学生・ 

高校生相当 

人口統計（6 歳-18 歳未満） F  

高齢者 人口統計（65 歳以上） G  

成人 
対象地域の人口統計から上

記の人数を除いた人数 
H A-(B+C+D+E1+E2+F+G)=H 

※ 乳児（１歳未満の者）が接種不可の場合、その保護者を接種対象者とし

て試算する。 

 

ｃ 市町村又は都道府県は、医療従事者の確保について、接種方法

（集団的接種か個別接種）や会場の数、開設時間の設定等により、

必要な医療従事者の数や期間が異なることから、接種方法等に応じ、

必要な医療従事者数を算定すること。特に、接種対象者を１か所に

集めて実施する集団的接種においては、多くの医療従事者が必要で

あることから、市町村は、地域の医師会等の協力を得てその確保を

図るべきであり、個別接種、集団的接種いずれの場合も、地域の医

師会や医療機関等との協力の下、接種体制が構築できるよう、事前

に合意を得ることが望ましい。 

ｄ 市町村又は都道府県は、接種場所の確保について、各接種会場の

対応可能人数等を推計するほか、各接種会場について、受付場所、

待合場所、問診を行う場所、接種を実施する場所、経過観察を行う

場所、応急処置を行う場所、ワクチンの保管場所及び調剤（調製）

場所、接種の実施に当たる人員の配置のほか、接種会場の入口から

出口の導線に交差がなく、かつそれぞれの場所で滞留が起こらない

よう配置を検討すること。また、調製後のワクチンの保管では室温

や遮光など適切な状況を維持できるよう配慮すること。なお、医師

及び看護師の配置については自らが直接運営するほか、地域の医師
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会等と委託契約を締結し、当該地域の医師会等が運営を行うことも

可能である。 

ｅ 市町村又は都道府県は、パンデミック時に接種を実施する医療機

関と委託契約を結ぶほか、全国の医療機関と全国の市町村又は都道

府県が集合的な契約を結ぶことができるシステムを活用し、パンデ

ミック時に近隣市町村間などが連携し、広域的な接種体制の構築が

可能となるようにする。また、住民接種における接種対象者の特定

や接種勧奨については、市町村が当該市町村の住民に対して実施す

ることが基本であることから、市町村においては、日頃からシステ

ムにおける接種対象者等の情報の適切な管理を行う。 

ｆ 都道府県は、過去のパンデミックにおける大規模接種会場の運営

の経験や、市町村及び国との情報共有で得た知見等を集約すること

で、パンデミック発生時には都道府県が実施者としても住民接種を

実施できるよう、あらかじめ関係者との連携等に努めるとともに、

市町村が住民接種をする際に市町村を事務的、技術的に支援できる

体制を構築する。具体的には、ワクチン、ワクチンの接種に必要な

資材等について市町村間の偏在が生じないよう市町村や地域の卸業

者等と流通の調整を行うことや、医療従事者が不足する市町村への

支援、接種後の副反応に係る相談といった市町村で対応が困難な医

学的知見が必要となる専門的な相談等を住民から受け付ける専門的

な相談窓口の設置、接種ニーズに対応できるよう市町村の接種会場

に加え都道府県が大規模接種会場を設置すること等が想定される。 

 

５．情報提供・共有（第３部第７章 1-6） 

予防接種に関する情報提供・共有について、「情報提供・共有、リスクコ

ミュニケーションに関するガイドライン」に掲げられる事項のうち、予防

接種における情報提供・共有にも活用できるものについては、積極的に活

用することを考慮する。 

また、平時においては、予防接種に関する基本的な計画（平成 26 年厚生

労働省告示第 121 号）に基づき、国は、予防接種に関係する主体である国

民、地方公共団体、医療機関等に対して、それぞれに適した対応を行う必

要がある。 

 

（１）国民への対応 

国は、被接種者及びその保護者等に対し、感染症に関する情報、予防

接種の効果、ワクチンの有効性及び安全性、副反応のリスク及び副反応
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を防止するための注意事項について、普及啓発の推進を図る。 

具体的には、リーフレット等の作成や報道機関と連携した広報等を積

極的に行うことにより予防接種に対する国民の理解の醸成を図る。その

際、地方公共団体等の関係者は、必要に応じて協力するよう努める。 

また、予防接種後の健康被害は不可避的に生ずるものであることから、

定期の予防接種等の健康被害救済制度及び独立行政法人医薬品医療機器

総合機構（以下「PMDA」という。）が実施する健康被害救済制度について、

制度の周知に取り組む。 

さらに、WHO が表明している「世界的な健康に対する脅威」の一つと 

して「Vaccine Hesitancy11」が挙げられており、予防接種におけるコミ

ュニケーションの役割が指摘されている。こうした状況も踏まえ、平時

を含めた準備期においては、国及び地方公共団体は、定期の予防接種に

ついて、被接種者やその保護者（小児の場合）等にとって分かりやすい

情報提供を行うとともに、被接種者等が持つ疑問や不安に関する情報収

集及び必要に応じたＱ＆Ａ等の提供など、双方向的な取組を進める。 

 

（２）地方公共団体における対応 

市町村は、定期の予防接種の実施主体として、医師会等の関係団体と

の連携の下に、適正かつ効率的な予防接種の実施、健康被害の救済及び

住民への情報提供等を行うこととなり、都道府県は、こうした市町村の

取組を支援することとなる。 

予防接種に関する海外からの情報収集及び全国的な接種率の把握等、

都道府県及び市町村での対応が難しいものについては、国の役割として

行う必要がある。 

 

（３）医療現場等における対応 

医療従事者は、被接種者及びその保護者に対して予防接種の効果及び

副反応に関する丁寧な説明を行うこと、特に接種医は基礎疾患を有する

者等に対する慎重な予診を行うことが重要である。 

一方、近年、接種ワクチンの種類及び回数が増加していることに伴い、

接種スケジュール等が複雑化しており、接種誤りへの懸念及びワクチン

の最新知見を習得する必要性が高まっていることを踏まえ、厚生労働省

は、文部科学省、都道府県及び市町村、医師会等の関係団体並びに関係

 
11 The reluctance or refusal to vaccinate despite the availability of vaccines（WHO：The threats 

to global health in 2019） 日本語訳として「ワクチン忌避」「予防接種への躊躇」等が、使われてい

る。 
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学会等と連携し、医療従事者を対象とした予防接種に関する継続的な教

育、研修の充実を図る。 

 

（４）その他留意すべき事項 

① 衛生部局以外の分野との連携 

厚生労働省及び都道府県・市町村衛生部局は、予防接種施策の推進

に当たり、医療関係者及び衛生部局以外の分野、具体的には都道府

県・市町村労働部局、介護保険部局、障害保健福祉部局等との連携及

び協力が重要であり、その強化に努める必要がある。 

また、児童生徒に対する予防接種施策の推進に当たっては、学校保

健との連携が不可欠であり、厚生労働省及び都道府県・市町村衛生部

局は、文部科学省及び都道府県・市町村教育委員会等との連携を進め、

例えば、必要に応じて学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）第 11

条に規定する就学時の健康診断及び第 13 条第１項に規定する児童生徒

等の健康診断の機会を利用して、予防接種に関する情報の周知を市町

村教育委員会や学校に依頼する等、予防接種施策の推進に資する取組

に努める必要がある。 

② 新型インフルエンザ等対策における情報提供 

国は、新型インフルエンザ等対策におけるワクチンの意義や制度の

仕組み等、予防接種やワクチンへの理解を深める啓発を行うとともに、

供給体制・接種体制、接種対象者や接種順位の在り方といった基本的

な情報について情報提供・共有を行い、国民の理解促進を図る必要が

ある。 

③ その他 

国は、新型インフルエンザ等対策の実施に当たっては、予防接種の

必要性やリスクについて国民に対して十分説明し、国民が接種を受け

るかどうか適切に判断を行えるよう、国として正確な情報提供を行う

必要がある。 

また、医学的な理由等による未接種者もいるため、接種をしないこ

とによる不利益等が生じないよう、十分な配慮が必要であることを、

ワクチン接種の趣旨とともに、国や市町村のホームページ等を通じて

周知する。 

 

６．DX の推進（第３部第７章 1-7） 

① 国は、スマートフォン等への接種勧奨の通知、スマートフォン等から

の予診情報の入力、医療機関からの電子的な接種記録の入力及び費用請
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求等、平時からマイナンバーカードを活用した予防接種事務のデジタル

化を進め、新型インフルエンザ等が発生し、市町村又は都道府県が接種

を開始する際に、迅速かつ正確に接種記録等の管理が行えるよう基盤整

備を行う。 

② 国は、特定接種を実施する場合において、地方公共団体が接種記録の

管理を行えるよう、特定接種の各実施主体がマイナンバーカードによる

正確な本人確認を行うことや、接種後速やかに接種記録をシステムに入

力することができるようシステムの整備を行う。 

③ 国は、予防接種事務のデジタル化が、地方公共団体や医療機関等に円

滑に普及されるよう、各種事務の標準化に努める。また、市町村は、市

町村が活用する予防接種関係のシステム（健康管理システム等）が、国

が整備するシステム基盤と連携することで、予防接種事務のデジタル化

が実現されるよう、国が示す当該システムに関する標準仕様書に沿って、

当該システムの整備を行う。 

④ 市町村は、接種対象者を特定の上、国が整備するシステム基盤に接種

対象者を登録することで、接種勧奨を行う場合に、システムを活用して

接種対象者のスマートフォン等に通知できるよう準備を進める。ただし、

電子的に通知を受けることができない者に対しては、紙の接種券等を送

付する必要があることに留意する。 

⑤ 国、市町村又は都道府県は、予防接種事務のデジタル化に対応する医

療機関を国民が把握できるよう、また、マイナンバーカードを活用して

電子的に予診票情報の登録等を行った接種対象者が、予防接種事務のデ

ジタル化に対応できていない医療機関に来院する等のミスマッチが生じ

ないよう環境整備に取り組む。 

⑥ 国は、国が一括してワクチンの供給を担う場合に備え、医療機関等の

ワクチン納入希望量を集約し、市町村又は都道府県への分配量を決定し、

速やかに分配につなげるシステムが稼働できるよう整備を行うほか、地

方公共団体から得られる予防接種の接種記録等及び医療機関等から報告

される副反応疑い報告を、地方公共団体や医療機関等の負担が少なく、

円滑に収集できる情報基盤を整備する。 
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第３章 初動期における対応 

１．ワクチンの研究開発（第３部第７章 2-1） 

① 国は、SCARDA による平時からのワクチン開発に関する情報収集・分析

の内容や、同センターで支援しているワクチンの研究開発の状況などを

踏まえ、研究開発・製造に関する機関、研究者、企業等の現況を共有す

るとともに、関係省庁間での綿密な連携の下、必要な支援やその方針等

を検討する。 

② 厚生労働省は、国内ワクチン製造販売業者に対し生産体制の準備を依

頼する。 

③ JIHS は、大学等の研究機関と協力し、海外における新型インフルエン

ザ等の発生後速やかにパンデミックワクチンに供する病原体の株を入手

する。その際、農林水産省は、家畜伝染病予防法（昭和 26 年法律第 166

号）第 36 条第１項ただし書きに基づく、病原体等の輸入許可に係る手続

の輸入検疫における許可を迅速に実施する。 

④ 厚生労働省は、JIHS と連携して、新型インフルエンザ等の国内からの

分離株及び海外 WHO インフルエンザコラボレーティングセンター12等から

得られた分離株の抗原分析、遺伝子解析、免疫の誘導の状況（新型イン

フルエンザの場合、プレパンデミックワクチン接種後血清と発生したウ

イルスの交差反応の検討結果を含む。）及びワクチン製造販売業者におけ

るワクチン製造候補株の増殖性等の検討を踏まえて、パンデミックワク

チンの製造に適したワクチン製造株の選定を行う。 

⑤ JIHSは、WHO、国内外の研究機関及び国内のワクチン製造販売業者と協

力して、国内におけるワクチン製造株の作製、供与及び病原体の提供、

ゲノム情報等の共有を、SCARDA の支援先含めたワクチンに関する研究開

発を希望する大学等の研究機関やワクチン製造販売業者に実施する。 

 

２．ワクチンの確保（第３部第７章 2-2） 

（１）プレパンデミックワクチン（新型インフルエンザの場合）（第３部第

７章 2-2-1） 

① 厚生労働省は、海外の状況、新型インフルエンザウイルスの亜型の

情報、プレパンデミックワクチンの有効性の確認及び専門家の意見等

を踏まえつつ、推進会議の意見を聴いて、備蓄されているプレパンデ

ミックワクチンの中から最も有効性が期待されるワクチン株を選択し、

 
12 WHO コラボレーティングセンターとは、WHO のプログラムを支援する活動を行うために WHO 事務局長に

よって指定された機関。80 以上の加盟国において、800 以上の機関が指定されている。（国内でも JIHS

や大学等を含む 30 以上の機関が指定されている。） 
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政府対策本部に報告する。 

② 平時に行われた研究における、プレパンデミックワクチン既接種者

の保存血清と発生した新型インフルエンザのウイルス株の交さ免疫性

の調査の結果等に基づき、発生した新型インフルエンザの抗原性等を

評価した上で、厚生労働省はプレパンデミックワクチンの有効性が期

待できるかどうか早期に判断することとする。 

なお、発生した新型インフルエンザのウイルスの亜型が異なる、抗

原性が大きく異なるなど、有効性が期待できない場合には、プレパン

デミックワクチンの接種を行わない。 

③ 厚生労働省は、プレパンデミックワクチンについて、必要な薬事上

の対応を実施する。 

④ 厚生労働省は、最も有効性が期待されるプレパンデミックワクチン

の選択後、あらかじめ製剤化していた当該ワクチンを接種できるよう

関係機関に周知する。 

⑤ 厚生労働省は、備蓄していた当該ワクチン原液について、季節性イ

ンフルエンザワクチンなど他のワクチンに優先して迅速に製剤化を行

うよう、ワクチン製造販売業者に依頼する。 

⑥ 早期の供給を図るために、供給バイアルサイズは 10ml 等のマルチバ

イアルを主とする（集団的な接種を基本とする。）。なお、各接種会場

における端数の人数及び小規模な医療機関の医療従事者への接種等に

対応するため、一定程度は１ml 等の小さなバイアルを確保する。 

⑦ 新型インフルエンザ発生時には、感染拡大の状況等も勘案しつつ、

緊急に使用される必要性があるため検定を受けるいとまがない場合に

は、厚生労働省は、適切に品質を確保することを前提として、必要に

応じプレパンデミックワクチンの検定を免除する。 

 

（２）パンデミックワクチン（第３部第７章 2-2-2） 

① 発生時のパンデミックワクチンの確保（国内での製造） 

ａ 厚生労働省は、パンデミックワクチンの生産に当たっては、以下

について取り組む。 

ⅰ 通常、集団的な接種が想定されることを念頭に、短期間でより多

くの接種回数分の製品を出荷できるよう、製剤の形態を選択するよ

うワクチン製造販売業者に要請する。 

ⅱ 病原性等を踏まえて想定される接種者数・接種回数を考慮して、

厚生労働省は、ワクチン製造販売業者に、必要な製造量を示すとと

もに、状況の変化に応じて、製造量を調整する。 
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ⅲ パンデミックワクチンの製造には、他のワクチン製造と同じ製造

ラインを利用する場合があることから、必要に応じて調整を行う。 

ⅳ 国内製造販売企業の多くが、数千万回規模の大量のワクチンを一

時期に製造した実績を有さないことから、製造状況の進捗や出荷見

込時期等について適時確認する。 

ｂ 厚生労働省は、新型インフルエンザのパンデミックワクチンの製

造については、ワクチン製造販売業者に対し、季節性インフルエン

ザワクチン等の製造時期に当たる場合には、ワクチン製造販売業者

は、季節性インフルエンザワクチンの製造量とのバランスに配慮し

つつ、また、必要に応じ製造ラインをただちに中断して新型インフ

ルエンザワクチンの製造に切り替える等、製造能力を可能な限り最

大限に活用するよう要請する。 

ｃ 厚生労働省は、プレパンデミックワクチン又はプロトタイプワク

チンが承認されている感染症にあっては、製造株を選定された株に

変更したパンデミックワクチンについて、パンデミックの状況も勘

案しつつ、プレパンデミックワクチン又はプロトタイプワクチンの

データを踏まえ、迅速な審査を行った上で、医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145

号。以下「薬機法」という。）第 14条第１項又は第 14条第 15項の規

定による承認の可否を判断する。 

ｄ 新型インフルエンザ等発生時には、パンデミックの状況も勘案し

つつ、緊急に使用される必要性があるため検定を受けるいとまがな

い場合には、厚生労働省は、適切に品質を確保することを前提とし

て、必要に応じパンデミックワクチンの検定を免除する。 

ｅ ワクチンを小児に対して使用する場合には、以下のことに注意を

要する。 

ⅰ 新型インフルエンザに対するパンデミックワクチンを鶏卵培養法

を用いて製造する場合、インフルエンザワクチンの製法又は沈降イ

ンフルエンザワクチンの製法のいずれかにより製造されることが考

えられるが、沈降インフルエンザワクチンの製法により製造された

場合、これまでの研究結果から小児においても有効性は認められて

いる一方、低年齢小児において発熱が高頻度に見られる。したがっ

て、発生した新型インフルエンザによる病状等及び最新の科学的知

見に基づいて、小児に対してもワクチン接種を行うべきか、専門家

の意見等を踏まえ推進会議の意見を聴いた上で、政府対策本部で決

定する。 
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ⅱ その他のモダリティのワクチンや、その他の疾病に対するワクチ

ンについても、ⅰと同様に疾病の病状及び最新の科学的知見に基づ

いて、小児に対してもワクチン接種を行うべきか、専門家の意見等

を踏まえ推進会議の意見を聴いた上で、政府対策本部で決定する。 

ⅲ なお、厚生労働省は、リスク・ベネフィットを勘案の上、必要に

応じ、小児を対象として実施した臨床研究の結果及び最新の知見を

参考に、接種用量の設定を検討する。 

② 発生時のパンデミックワクチンの確保（海外からの輸入） 

ａ 厚生労働省は、パンデミックワクチンの全国民分の確保に向けて、

準備期において試算した、国内生産ワクチンだけでは不足が見込ま

れる分量に関し、正確な不足分を計上するため、国内のワクチン製

造販売業者にできるだけ速やかに製造可能量を試算するよう依頼す

る。 

ｂ 厚生労働省は、国内のワクチン製造販売業者による製造可能量の

試算を基に、国内生産ワクチンだけでは不足が見込まれる場合には

輸入ワクチンを確保することを検討する。 

③ 国産ワクチンでは不足が見込まれ、輸入ワクチンの確保が必要な場

合においては以下のような対応が考えられる。 

ａ 厚生労働省は、海外のワクチン製造販売業者に対して、日本への

供給可能性や時期、供給可能量等について、情報収集を行う。その

際、準備期において構築した海外のワクチン製造販売業者との関係

性を最大限に活用する。 

ｂ 厚生労働省は、海外のワクチン製造販売業者とワクチンの供給の

可否について交渉を行う。  

ｃ 厚生労働省は、ワクチンの必要量、供給計画に基づき、海外のワ

クチン製造販売業者と供給契約を締結する。 

ｄ 厚生労働省は、薬機法第 14条の２の２又は第 14条の３の規定によ

る緊急承認又は特例承認が必要と考えられる場合には、製造販売業

者からの申請に基づき、ワクチンの有効性、安全性等を迅速に審査

し、承認の可否を判断する。 

ｅ 新型インフルエンザ等発生時には、パンデミックの状況も勘案し

つつ、緊急に使用される必要性があるため検定を受けるいとまがな

い場合には、厚生労働省は、適切に品質を確保することを前提とし

て、必要に応じパンデミックワクチンの検定を免除する。 
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（３）ワクチンの接種に必要な資材（第３部第７章 2-2-3） 

① 厚生労働省は、ワクチンの接種に用いられる予定がある注射針やシ

リンジについて、これらの製品の製造又は輸入を行う事業者の協力を

得て、これらを組み合わせた際に適切に接種が行える組合せ、接種に

支障が生じる又は留意すべき点が生じる組合せをあらかじめ調査する。

その際に、ワクチン製造販売業者から国内に供給予定のワクチンの製

剤の形態等の情報も考慮する。 

② 厚生労働省は、①の調査の結果等を踏まえ、これらの資材が不足す

ることが見込まれる場合には、感染症法第53条の16に基づき、事業者

に対して、製造量や輸入量の増加の要請を行う13。 

③ 厚生労働省は、ワクチンの接種に必要な資材について、接種に必要

な量を確保する。 

④ 市町村及び都道府県は、第２章２．（３）④において必要と判断し準

備した資材について、適切に確保する。 

 

３．ワクチンの供給体制（第３部第７章 3-2） 

① 発生時においては、特定接種の接種場所及び住民接種14の実施主体に対

してワクチンが円滑に供給されるよう調整することが求められる。また、

流通の調整に当たり、不要在庫を発生させないため、及びワクチンが平

等に供給されるために体制を整えるなどの対応が求められる。 

② ワクチンの流通については、以下の流れを基本とする。 

ａ 政府対策本部が定める基本的対処方針に基づき、厚生労働省は、ワ

クチン製造販売業者及び卸売販売業者と連携して、供給量についての

計画を策定する。 

ｂ 厚生労働省は、保有するプレパンデミックワクチン及び購入したパ

ンデミックワクチンをワクチン製造販売業者及び卸売販売業者を通じ

て、ワクチンの接種場所（保健所、保健センター、学校、医療機関等）

に納入する。 

③ 需要量及び供給状況の把握については、以下の流れを基本とする。 

ａ 特定接種については、厚生労働省は、政府対策本部が決定した特定

接種の総枠及び接種対象者を基に、都道府県ごとの配分量を算出する。 

ｂ 住民接種については、厚生労働省は、各都道府県の人口や優先接種

対象者数等の概数、流行状況、ワクチンの接種状況、各都道府県の配

 
13 注射針やシリンジ等に係る生産促進要請等の詳細な運用については、「感染症法等に基づく医薬品等の

供給情報の報告徴収・生産促進要請等に関する運用ガイドライン」（令和６年４月１日厚生労働省医政

局医薬産業振興・医療情報企画課）を参照すること。 

14 特措法第 46 条に基づく住民に対する予防接種又は予防接種法第６条第３項に基づく新臨時接種をいう。 
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分希望量や在庫状況などの情報収集に努める。その際に、国が一括し

てワクチンの供給を担う場合には、医療機関等のワクチン納入希望量

を集約し、市町村又は都道府県への配分量を決定し、配分につなげる

システムを活用して、配分希望量等の把握に努める。都道府県は、地

域での流行状況、流通在庫及び医療機関在庫を踏まえて厚生労働省に

配分希望量を連絡する。厚生労働省は、その結果に基づき都道府県ご

との配分量を決定する。 

ｃ 厚生労働省は、市町村及び都道府県に対して、都道府県ごとのワク

チンの供給予定量や供給予定時期等を示したワクチン供給計画を情報

提供する。ワクチン供給計画は、特定接種及び住民接種に関する配分

量の決定、ワクチンの納入実績等を踏まえて作成・更新し、可能な限

り早期に市町村及び都道府県に情報提供する。情報提供の頻度は、市

町村及び都道府県における計画の活用状況、更新の確認等の業務負担

等を踏まえて調整する。 

 

４．接種体制（第３部第７章 2-3） 

（１）特定接種 

① 実施の判断 

国は、発生した新型インフルエンザ等の病原性等の特性やその際の

医療提供体制、国民生活及び国民経済の状況、プレパンデミックワク

チンの使用の可否やパンデミックワクチンの開発・供給状況の把握を

行い、特定接種の実施の要否を検討する。また、国は、特定接種を実

施する必要があると考えられる場合においては、特定接種対象者の範

囲や総数についても併せて検討を行う。 

② 接種体制の構築等 

ａ 医療従事者の確保 

ⅰ 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、接種体

制を構築する登録事業者、国、都道府県及び市町村は、地域医師会

等の協力を得て、その確保を図る。また、国、都道府県及び市町村

は、接種体制を構築する登録事業者に対して、医療従事者の確保に

向けて地域医師会等の調整が得られるよう必要な支援を行う。 

ⅱ 通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、厚

生労働大臣及び都道府県知事は、特措法第 31 条の規定に基づき、

医師、看護師その他政令で定める医療関係者に対し、特定接種の実

施に関し必要な協力の要請又は指示（以下「要請等」という。）を

行うことを検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合は、厚生
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労働省は、関係団体と連携し、歯科医師等に対する接種に係る研修

の機会を提供する。 

ｂ 登録事業者又は事業者団体における接種体制の構築 

ⅰ 原則として、登録事業者ごとの接種対象者数は事前に登録してい

る人数を上回らないものとする。 

ⅱ 登録事業者又は事業者団体は、予定した接種体制に変更がある場

合は、業種の担当省庁を経由して、厚生労働省へ登録する。 

ⅲ 医療従事者への接種は、勤務する医療機関において実施する。 

 

（２）住民接種 

① 実施の判断 

ⅰ 厚生労働省及び統括庁は、発生した新型インフルエンザ等の病原

性などの特性やその際の医療提供体制、国民生活及び国民経済の状

況、プレパンデミックワクチンの使用の可否やパンデミックワクチ

ンの開発・供給状況を踏まえ、住民接種の実施の要否を検討すると

ともに、接種対象者や、確保できるワクチンの量に限りがあり、そ

の供給も順次行われる見通しである場合は、接種の優先順位の考え

方を整理した上で示す。また、厚生労働省は、市町村又は都道府県

の接種体制の構築に資するよう、発生した新型インフルエンザ等の

特徴を踏まえ、接種のペース（１日〇万回など）の目安を示すよう

努める。 

ⅱ 市町村は、目標となる接種ペースに応じた接種を速やかに開始で

きるよう、住民基本台帳に基づく人口や年齢等の情報、接種記録等

を管理するシステム基盤等を通じて接種予定数の把握を行い、接種

の勧奨方法や予約の受付方法について検討するとともに、接種に必

要な資材等の確保に向けた調整を開始する。 

② 接種体制の構築等 

ａ 地方公共団体の人員体制の確保 

ⅰ 接種の準備に当たっては、予防接種業務所管部署の平時の体制で

想定している業務量を大幅に上回る業務量が見込まれるため、組

織・人事管理などを担う部署も関与した上で、全庁的な実施体制の

確保を行う。 

ⅱ 予防接種を実施するために必要な業務を洗い出し、各業務の担当

部門を決定した上で、それぞれの業務について、必要な人員数の想

定、個人名入り人員リストの作成、業務内容に係る事前の説明の実

施、業務継続が可能なシフトの作成などを行い、業務の優先順位及
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び内容に応じて必要な人員の確保及び配置を行う。予防接種の円滑

な推進を図るためにも、都道府県の保護施設担当部局及び福祉事務

所、市町村介護保険部局、障害保健福祉部局と衛生部局が連携し行

うこと（調整を要する施設等及びその被接種者数を介護保険部局や

障害保健福祉部局又は都道府県の保護施設担当部局及び福祉事務所

が中心に取りまとめ、接種に係る医師会等の調整等は衛生部局と連

携し行うこと等）が考えられる。なお、接種会場のスタッフ、コー

ルセンター、データ入力等、外部委託できる業務については積極的

に外部委託するなど、業務負担の軽減策も検討する。 

ｂ 医療従事者の確保 

ⅰ 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、市町村

又は都道府県は、地域医師会等の協力を得て、その確保を図る。 

ⅱ 通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、厚

生労働大臣又は都道府県知事は、特措法第 31 条第３項に基づき、

医療関係者に対し、住民に対する予防接種の実施に関し必要な協力

の要請等を行う。 

ⅲ 接種に携わる医療従事者の不足が見込まれる場合等においては、

厚生労働大臣又は都道府県知事は、特措法第 31 条の２及び第 31 条

の３に基づき歯科医師、診療放射線技師等に接種を行うよう要請す

ることを検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合は、厚生労

働省は、関係団体と連携し、歯科医師等に対する接種に係る研修の

機会を提供する。 

ｃ 接種の実施会場の確保 

ⅰ 市町村又は都道府県は、接種が円滑に行われるよう、地域の実情

に応じて、地域医師会、近隣地方公共団体、医療機関、健診機関等

と接種実施医療機関の確保について協議を行う。その際、あわせて、

接種実施医療機関等において、診療時間の延長や休診日の接種等も

含め、多人数への接種を行うことのできる体制を確保するほか、必

要に応じ、保健所・保健センター、学校など公的な施設等の医療機

関以外の会場等を活用し、医療機関等の医師・看護師等が当該施設

等において接種を行うことについても協議を行う。また、都道府県

においては、市町村の接種の負担を軽減するため、大規模接種会場

を設けることも考えられる。 

ⅱ 厚生労働省は、市町村又は都道府県における接種体制の構築の状

況、接種順位、ワクチンの供給予定等を踏まえ、大規模接種会場の

設置や企業や大学等における職域接種等の実施の要否について検討
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する。 

ⅲ 市町村又は都道府県は、高齢者支援施設、社会福祉施設等に入所

中の者など、接種会場での接種が困難な者が接種を受けられるよう、

市町村又は都道府県の介護保険部局等、医師会等の関係団体と連携

し、接種体制を構築する。 

ｄ 臨時の接種会場について 

ⅰ 市町村又は都道府県は、医療機関等以外の臨時の接種会場を設け

る場合は、当該接種会場の運営方法を検討することとし、医療従事

者以外の運営要員の確保を進める。なお、臨時の接種会場を設ける

場合は、当該接種会場において、ワクチンの配送や予約管理、マイ

ナンバーカードを活用した接種対象者の本人確認等の予防接種事務

のデジタル化が実現されるよう、当該接種会場をシステム基盤に登

録するほか、必要な設備の整備等の手配を行う。 

ⅱ 医療機関等以外の臨時の接種会場を設ける場合は、医療法に基づ

く診療所開設の許可・届出が必要である。また、接種方法や会場の

数、開設時間枠の設定により、必要な医師数や期間が異なることか

ら、地域の実情に合わせて、必要な医療従事者数を算定すること。

なお、具体的な医療従事者等の数の例としては、予診・接種に関わ

る者として、予診を担当する医師１名、接種を担当する医師又は看

護師１名、薬液充填及び接種補助を担当する看護師又は薬剤師等１

名を１チームとすることや接種後の状態観察を担当する者を１名お

くこと（接種後の状態観察を担当する者は可能であれば看護師等の

医療従事者が望ましい。）、その他、検温、受付・記録、誘導・案内、

予診票確認、接種済証の発行などについては、事務職員等が担当す

ることなどが考えられる。 

ⅲ 接種会場での救急対応については、被接種者にアナフィラキシー

ショックやけいれん等の重篤な副反応がみられた際に、応急治療が

できるための救急処置用品として、例えば、血圧計、静脈路確保用

品、輸液、アドレナリン製剤・抗ヒスタミン剤・抗けいれん剤・副

腎皮質ステロイド剤等の薬液等が必要であることから、薬剤購入等

に関してはあらかじめ郡市区医師会等と協議の上、物品や薬剤の準

備を行うとともに、常時対応が可能となるよう、救急処置用品につ

いて適切な管理を行うこと。また、実際に重篤な副反応が発生した

場合、発症者の速やかな治療や搬送に資するよう、あらかじめ、会

場内の従事者について役割を確認するとともに、都道府県、都道府

県医師会等の地域の医療関係者や消防機関の協力を得ながら、地域



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 

（第３章 初動期における対応） 

- 34 - 
 

の医療機関との調整を行い、搬送先となる接種会場近傍の二次医療

機関等を選定して、地域の医療関係者や消防機関と共有することに

より、適切な連携体制を確保すること。アルコール綿、医療廃棄物

容器等については、原則として全て市町村が準備することとなるが、

事前にその全てを準備・備蓄することは困難であることから、郡市

区医師会等から一定程度持参してもらう等、あらかじめ協議が必要

な場合は、事前に検討を行う。また、市町村が独自で調達する場合

においても、あらかじめその方法を関係機関と協議する必要がある

が、少なくとも取引のある医療資材会社と情報交換を行う等、具体

的に事前の準備を進める。具体的に必要物品としては、以下のよう

なものが想定されるため、会場の規模やレイアウトを踏まえて必要

数等を検討すること。 

 

表４ 接種会場において必要と想定される物品 

【準備品】 【医師・看護師用物品】 

□消毒用アルコール綿 

□トレイ 

□体温計 

□医療廃棄物容器、針捨て容器 

□手指消毒剤 

□救急用品 

接種会場の救急体制を踏ま

え、必要な物品を準備する

こと。代表的な物品を以下

に示す。 

・血圧計等 

・静脈路確保用品 

・輸液セット 

・生理食塩水 

・アドレナリン製剤、抗ヒスタ

ミン剤、抗けいれん剤、副腎

皮質ステロイド剤等の薬液 

 

□マスク 

□使い捨て手袋（Ｓ・Ｍ・Ｌ） 

□使い捨て舌圧子 

□膿盆 

□聴診器 

□ペンライト 

【文房具類】 

□ボールペン（赤・黒） 

□日付印 

□スタンプ台 

□はさみ 

【会場設営物品】 

□机 

□椅子 

□スクリーン 

□延長コード 

□冷蔵庫／保冷バッグ・保冷剤 

□ワクチン保管用冷凍庫・冷蔵

庫 

□耐冷手袋等 

 

ⅳ 感染性産業廃棄物が運搬されるまでに保管する場所は、周囲に囲

いを設け、当該廃棄物の保管場所である旨等を表示した掲示板を掲

げること等の必要な措置を講じなければならない。その他、廃棄物
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の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）の基準を

遵守すること。また、廃棄物処理業者と収集の頻度や量等について

よく相談すること。 

ⅴ 感染予防の観点から、接種経路の設定に当たっては、ロープなど

により進行方向に一定の流れをつくることや、予診票の記入漏れや

予防接種の判断を行うに際し、接種の流れが滞ることがないよう配

慮すること。また、会場の確保については、被接種者が一定の間隔

を取ることができるように広い会場を確保することや要配慮者への

対応が可能なように準備を行うこと。 

ｅ 職域接種の実施について 

ⅰ 職域接種の実施形態については、厚生労働省が示す一定の回数以

上の接種を実施することが可能な能力を有するものを対象とするこ

ととし、企業単独での実施のほか、中小企業が商工会議所等を通じ

て共同で実施すること、企業が下請け企業など取引先も対象に含め

て実施すること、大学等が学生も対象に含めて実施することなども

可能とすることが考えられる。 

ⅱ 接種に必要な会場や医療従事者等は企業や大学等が自ら確保する

こととし、地方公共団体による高齢者等への接種に影響を与えない

よう行うこととする。なお、接種の実施については、企業内診療所

等での実施や契約医療機関が出張しての実施、契約医療機関に出向

いての実施等の手法がある。 

ⅲ 職域接種も予防接種法に基づく予防接種として行われるものであ

り、接種費用は、同法に基づき支給される。 

ⅳ 職域接種を行う者は、正確な本人確認を実施するほか、迅速な接

種記録の把握のため、国が整備するマイナンバーカードを活用した

本人確認及び接種記録のシステムへの入力を実施できる環境を整備

することとする。 

ｆ 国等による支援 

ⅰ 国においては、市町村及び都道府県において円滑に接種体制の構

築がなされるよう、接種の実施方法（優先接種対象者や接種スケジ

ュールを含む。）や予算措置等の必要な情報、地方公共団体におけ

る好事例等について、地方公共団体向けの手引きの作成や地方公共

団体向けの説明会を開催するなど、早期に情報提供を行うとともに、

市町村及び都道府県向けの相談窓口を設置する。 

ⅱ 都道府県において、国が示す接種の実施方法等について市町村に

速やかに情報提供を行い、市町村が接種体制を構築するための事務
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的、技術的な支援を実施する。また、市町村向けの相談窓口を設置

し、国への相談・照会事項等について取りまとめを行う。さらに、

必要に応じて、専門的な相談等を住民から受け付ける専門的な相談

窓口等の設置を行う。 
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第４章 対応期における対応 

１．ワクチンの研究開発（第３部第７章 3-1） 

① 厚生労働省及び JIHS は、新型インフルエンザ等の流行株の変異や、抗

体など免疫獲得状況等に関して収集した情報に基づき、ワクチンの有効

性等に変化がないか、パンデミックワクチンの製造株を変更する必要が

ないか、新型インフルエンザ等の流行状況に応じて随時検討する。 

② 厚生労働省は、パンデミックワクチンの製造株を変更する必要がある

と判断した場合には、ワクチン製造販売業者に対して製造株を変更して

パンデミックワクチンを開発するよう要請する。また、厚生労働省は、

ワクチン製造販売業者が変異株に対応したワクチンを開発するに当たり、

それまでに得られている病原体及びそのワクチンの情報から、既に薬事

承認を受けているワクチンの品質、有効性及び安全性の情報を活用した

プラットフォームの考え方等を、変異株に対応したワクチンの薬事審査

における評価において適用できるか検討する。 

③ 厚生労働省は、ワクチンの供給状況及び接種体制の構築状況を踏まえ、

必要に応じて、予防接種の実施が想定される医療機関の規模に応じた製

剤の形態や包装単位等への変更を考慮するようワクチン製造販売業者に

要請する。 

 

２．ワクチンや必要な資材の供給（第３部第７章 3-2） 

① 厚生労働省は、ワクチンの流通、需要量及び供給状況の把握について、

第３章３．を踏まえて行うものとし、接種開始後は定期的にワクチンの

納入実績や接種実績を取りまとめ、その結果等を踏まえて供給量及び配

分量を決定する。なお、国が一括してワクチンの供給を担う場合には、

医療機関等のワクチン納入希望量を集約し、市町村又は都道府県への配

分量を決定し、配分につなげるシステムを活用する。その際、市町村又

は都道府県が接種会場、医療従事者、資材等の確保、運営準備等を的確

に行えるよう、都道府県及び市町村に対して、正確なワクチンの供給量、

配送日程、必要な資材等の情報提供・共有を早期に行うよう努めるもの

とし、第３章３．において示すワクチン供給計画を随時更新する。 

② 厚生労働省は、都道府県及び市町村に対し、ワクチンの流通、需要量

及び供給状況の把握について、第３章３．を踏まえて行うものとし、接

種開始後はワクチン等の使用実績等を踏まえ、特定の医療機関等に接種

を希望する者が集中しないように、ワクチンの割り当て量の調整を行う

よう要請する。 

③ 厚生労働省は、市町村に対し、ワクチンについて、各市町村に割り当
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てられた量の範囲内で、接種実施医療機関等の接種可能量等に応じて割

り当てるよう要請する。 

④ 厚生労働省は、ワクチンの製造販売業者、卸売販売業者等に対し、そ

の製造販売等に際し品質管理及び製造販売後安全管理を適切に行う等、

関係法令を遵守するとともに、安定供給に取り組み、今後の納入量や納

入時期等について綿密な情報提供・共有を早期に行う等、適切にワクチ

ン等を配送するよう要請する。 

⑤ 厚生労働省は、都道府県及び市町村に対し、ワクチンの供給に滞りや

偏在等が生じた場合には、それらの問題を解消するために、都道府県を

中心に関係者に対する聴取や調査等を行って管内の在庫状況を含む偏在

等の状況を把握した上で、地域間の融通等を行うよう要請する。なお、

ワクチンの供給の滞りや偏在等については、特定の製品を指定すること

が原因であることが少なからずあるため、他の製品を活用すること等も

含めて地域間の融通等を行うことも合わせて要請する。 

⑥ 厚生労働省は、都道府県及び市町村に対し、ワクチンの供給量及び配

分量を踏まえてワクチン接種に必要な資材を供給する。また、供給の滞

りや偏在等については、特定の製品に偏って発注等を行っていることが

原因であることも考えられるため、都道府県を中心に他の製品を活用す

ること等も含めて地域間の融通等を行うことも併せて要請する。 

⑦ 厚生労働省は、ワクチン接種に必要な資材の生産業者等に対し、その

販売等に際し品質管理を適切に行う等、関係法令を遵守するとともに、

安定供給に取り組み、今後の納入量や納入時期等について綿密な情報提

供・共有を早期に行う等、適切にワクチン接種に必要な資材を配送する

よう要請する。また、なんらかの欠陥、不具合、事故の発生等が発生し

た場合は、速やかに情報提供を行うとともに原因究明を行うよう要請す

る。 

 

３．接種体制（第３部第７章 3-3） 

（１）特定接種（第３部第７章 3-3-1） 

① 実施の判断 

ａ 政府対策本部長は、発生した新型インフルエンザ等の病原性など

の特性やその際の医療提供体制、国民生活及び国民経済の状況、プ

レパンデミックワクチンの使用の可否やパンデミックワクチンの開

発・供給状況を踏まえ、推進会議の意見を聴いて、特定接種の実施

について速やかに決定し、厚生労働大臣に対し、以下に掲げる事項

について指示する。 
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なお、総枠調整率等詳細な実施事項については、基本的対処方針に

おいて定める。 

ⅰ 登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基準に該当する

業務に従事している者及び新型インフルエンザ等対策の実施に携わ

る国家公務員に対し、特定接種を実施すること 

ⅱ 新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対し、特

定接種を実施するよう当該地方公務員の所属する市町村又は都道府

県の長に指示すること 

ｂ プレパンデミックワクチンが有効であり、パンデミックワクチン

の追加接種の必要性がないと判断される場合には、プレパンデミッ

クワクチン既接種者はパンデミックワクチンの対象から外れる場合

も考えられ、その判断は、専門家の意見等も踏まえた上で推進会議

の意見を聴いて、政府対策本部が行う。プレパンデミックワクチン

の有効性がない又は不明である場合には、パンデミックワクチンの

対象とする。 

② 接種体制の構築等 

ａ 医療従事者の確保 

ⅰ 特定接種の実施主体が接種に携わる医療従事者の確保ができない

ような場合、厚生労働大臣及び都道府県知事は、特措法第 31 条の

規定に基づき、医師、看護師その他政令で定める医療関係者に対し、

特定接種の実施に関し必要な協力の要請等を行うことを検討する。 

ⅱ 接種に携わる医療従事者が不足する場合等においては、特措法第

31 条の２及び第 31 条の３に基づき歯科医師、診療放射線技師等に

接種を行うよう要請することを検討する。歯科医師等に接種を実施

させる場合は、厚生労働省は、関係団体と連携し、歯科医師等に対

する接種に係る研修の機会を提供する。 

ｂ 登録事業者又は事業者団体における接種体制の構築 

ⅰ 原則として、登録事業者ごとの接種対象者数は事前に登録してい

る人数を上回らないものとする。 

ⅱ 登録事業者又は事業者団体は、予定した接種体制に変更がある場

合は、業種の担当省庁を経由して、厚生労働省へ登録する。 

ⅲ 医療従事者への接種は、勤務する医療機関において実施する。 

ｃ 厚生労働省は、業種の担当省庁の協力を得て、以下の手順を基本

とし、接種の調整を行う。 

ⅰ 登録事業者に対し、政府対策本部が決定した特定接種の総枠及び

接種対象者数を通知する。 
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ⅱ 登録事業者に対し、企業内診療所において接種する場合は、接種

体制を構築するよう求め、医療機関等に委託することとしていた場

合は、あらかじめ協定を結んだ医療機関等に、接種の実施を依頼す

るよう求める。 

ⅲ 業種の担当省庁に対し登録事業者ごとの、接種予定医療機関名、

接種予定者数及びその合計数を把握することを求める。厚生労働省

は必要に応じて業種の担当省庁へこれらの情報について提出するよ

う求めることができる。 

ⅳ 登録事業者は、国、地域医師会の協力を得て、各接種実施医療機

関（企業内診療所を含む。以下同じ。）と接種体制を構築する。 

ⅴ 厚生労働省は、登録事業者から提出を受けた接種予定人数を踏ま

え、都道府県等の協力を得て、ワクチン供給予定日を伝達するとと

もに、接種予定医療機関（企業内診療所を含む。）にワクチンが供

給されるよう調整する。 

ｄ 登録事業者と各接種実施医療機関は、厚生労働省から伝達された

ワクチン配分量等を踏まえて、接種日時等を決定し、接種を実施す

る。 

ｅ 登録事業者は、従業員に対して予防接種について説明し、同意を

得た上で接種予定者名簿を作成する。登録事業者は各接種実施医療

機関に接種予定者名簿を提出することとし、各接種実施医療機関に

おける接種対象者の確認は、接種予定者名簿及び職員証等で行う。 

③ 接種の実施 

国は、整備されたシステムを活用し、スマートフォン等に接種会場

等、接種に関する情報の提供を行う。接種を受けることとした接種対

象者は、事前にスマートフォン等から予診情報を入力する。 

接種を行う者は、整備した基盤を活用し、マイナンバーカード等に

よる正確な本人確認を実施した上で、接種を行う（マイナンバーカー

ドを保有していない接種対象者については別の方法で本人確認を行う）。

接種を実施した後は、接種記録をシステムに速やかに入力する。 

④ 報告・公表等 

登録事業者は、実際に接種した人数を集計するとともに、業種の担

当省庁に報告する。業種の担当省庁は、接種者数を厚生労働省に報告

し、厚生労働省が集計する。 

登録事業者として登録された事業者については、その事業者名を登

録完了時に公表されるものとする。また、登録事業者として登録した

事業者は、「業務を継続的に実施するよう努めなければならない」（特



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 

（第４章 対応期における対応） 

 

- 41 - 
 

措法第４条第３項）が、他の国民への接種よりも先に接種することか

らも、このような義務を果たすことを担保するため、特措法上の公共

性・公益性と登録事業者の利益の程度に応じた義務を明確にする。こ

のため、届出及び公表に関する事項については、登録に関する実施要

領において別途定めるものとするが、基本的枠組としては、新型イン

フルエンザ等の発生後、登録事業者は、業種を担当する省庁に業務の

継続状況に関する事項を届出し、業種を担当する省庁は、接種を実施

した事業者名等を公表するものとする。 

 

（２）住民接種（第３部第７章 3-3-2） 

① 実施の判断 

ａ 特措法第27条の２第１項に基づき、政府対策本部は、「新型インフ

ルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、国民

生活及び国民経済の安定が損なわれることのないようにするため緊

急の必要があると認めるときは、基本的対処方針を変更」し、予防

接種法第６条第３項の規定による予防接種の対象者及び期間を定め

る。なお、ワクチンについて、当面、確保できるワクチンの量に限

りがあり、その供給も順次行われる見通しである場合は、国が接種

順位と接種の時期を公表し、順次接種することとする。 

ｂ 厚生労働省は、市町村又は都道府県に、予防接種法第６条第３項

の規定に基づく予防接種を実施するよう指示する。 

ｃ 厚生労働省は、市町村又は都道府県の接種体制の構築に資するよ

う、発生した新型インフルエンザ等の特徴を踏まえ、接種のペース

（１日〇万回など）の目安を示すよう努める。 

② 接種対象者 

ａ 住民接種は、接種を希望する国民全員を対象とする。 

ｂ ワクチンの供給量が限られている中で、ワクチンの廃棄を抑えて

接種を効率的に実施する必要があることから、実施主体である各市

町村又は都道府県が接種を実施する対象者は、当該市町村又は都道

府県の区域内に居住する者を原則とする。 

ｃ 当該市町村に所在する医療機関に勤務する医療従事者、入院中の

患者その他のやむを得ない事情があると当該市町村長又は都道府県

知事が認める者に対しても、接種を実施する場合が考えられる。 

③ 接種体制の構築等 

ａ 医療従事者の確保 

ⅰ 市町村又は都道府県が接種に携わる医療従事者の確保ができない
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ような場合、厚生労働大臣又は都道府県知事は、特措法第 31 条第

３項に基づき、医療関係者に対し、住民に対する予防接種の実施に

関し必要な協力の要請等を行う。なお、医療従事者の確保に当たっ

ては、接種に協力する医療機関における通常の診療への影響が最小

限となるよう配慮する必要がある。 

ⅱ 接種に携わる医療従事者が不足する場合等においては、厚生労働

大臣又は都道府県知事は、特措法第 31 条の２及び第 31 条の３に基

づき歯科医師、診療放射線技師等に接種を行うよう要請することを

検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合は、厚生労働省は、

関係団体と連携し、歯科医師等に対する接種に係る研修の機会を提

供する。 

ⅲ 都道府県は、当該都道府県で医療従事者の偏在が生じている場合

や、当該都道府県の市町村で医療従事者の不足が生じている場合は、

関係市町村間の調整を行う。 

ｂ 接種の実施会場の確保 

市町村又は都道府県は、接種状況等を踏まえ、接種の実施会場の追

加等を検討する。 

ｃ 接種体制の構築 

ⅰ 市町村又は都道府県は、各会場において予診を適切に実施するほ

か、医療従事者や誘導のための人員、待合室や接種場所等の設備、

接種に要する資材（副反応の発生に対応するためのものを含む。）

等を確保する必要がある。 

ⅱ 発熱等の症状を呈している等の予防接種を行うことが不適当な状

態にある者については、接種会場に赴かないよう広報等により周知

すること、及び接種会場において掲示等により注意喚起すること等

により、市町村は、接種会場における感染対策を図ることが必要で

ある。また、医学的ハイリスク者に対するワクチン接種については、

接種に係るリスク等も考慮して、接種を実施する場合であっても、

予診及び副反応に関する情報提供をより慎重に行うことに留意する。 

ⅲ 医療従事者、医療機関に入院中の患者、在宅医療を受療中の患者

については、基本的に当該者が勤務する、あるいは当該者の療養を

担当する医療機関等において接種を行う。ただし、在宅医療を受療

中の患者や、高齢者支援施設等に入居する者であって、当該医療機

関における接種が困難な場合、訪問による接種も考えられる。 

ⅳ 市町村又は都道府県は、高齢者支援施設、社会福祉施設等に入所

中の者など、接種会場での接種が困難な者が接種を受けられるよう、
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市町村又は都道府県の介護保険部局等、医師会等の関係団体と連携

し、接種体制を確保する。 

ⅴ 国は、企業や大学等における職域接種の実施が必要と判断した場

合には、職域接種の開始時期や使用するワクチン等の内容について

各地方公共団体に示すとともに、速やかに実施形態等の具体的運用

を定める。 

ｄ 国等による支援 

ⅰ 国においては、市町村及び都道府県が円滑に接種体制の構築がな

されるよう、接種の実施方法（優先接種対象者や接種スケジュール

を含む。）や予算措置等について変更が生じた場合や地方公共団体

の好事例等について、地方公共団体向けの説明会を継続的に開催し、

早期に情報提供を行う。 

ⅱ 都道府県において、国が示す接種の実施方法等について市町村に

速やかに情報提供を行い、市町村が接種体制を構築するための事務

的、技術的な支援を実施する。また、市町村からの相談窓口を設置

し、国への相談・照会事項等について取りまとめを行う。 

④ 接種の通知等 

ａ 市町村が行う接種勧奨については、整備された情報基盤を介して、

接種対象者のマイナポータルアプリ等がインストールされたスマー

トフォン等に通知する。スマートフォン等の活用が困難な方に対し

ては、紙の接種券を発行すること等により接種機会を逸することの

ないよう対応する。 

ｂ 接種会場や接種開始日等について、スマートフォン等に対して電

子的に接種対象者に通知するほか、ウェブサイトやSNSを活用して周

知することとする。なお、電子的に情報を収集することが困難な方

に対しては、情報誌への掲載等、紙での周知を実施する。 

⑤ 接種記録の管理 

市町村又は都道府県は、地方公共団体間で接種歴を確認し、接種誤

りを防止できるよう、また、接種を受けた者がスマートフォン等を利

用して当該接種に係る記録を閲覧できるよう、市町村又は都道府県が

活用する予防接種関係のシステム（健康管理システム等）と国が整備

するシステム基盤の連携等により、接種記録の適切な管理を行う。 

⑥ その他 

市町村においては、パンデミック時の住民接種を推進する一方で、

定期の予防接種の接種率が低下し、定期の予防接種の対象疾病のまん

延が生じないよう、定期の予防接種についても接種機会が確保される
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よう取り組む必要がある。 

 

【新型コロナ対応における接種体制】 

新型コロナ対応においては、新型コロナの発症を予防し、死亡者や重症者

の発生をできる限り減らし、結果として新型コロナウイルス感染症のまん延

の防止を図ることを目的として、特定接種の枠組みはとらず、住民への接種

を優先する考えに立ち、簡素かつ効率的な接種体制として住民接種を実施し

た（2020 年９月 25 日第 10 回新型コロナウイルス感染症対策分科会）。 

また、2021 年６月にはワクチン接種に関する地域の負担を軽減し、接種の

加速化を図っていくため、企業や大学等が確保できる医療従事者等を活用し

た職域（学校等を含む。）単位での接種を開始した。実施形態としては、企

業単独での実施のほか、中小企業が商工会議所等を通じて共同で実施するこ

と、企業が下請け企業など取引先も対象に含めて実施すること、大学等が学

生も対象に含めて実施することなども可能とした。 

なお、新型コロナの感染拡大下において実施した、全国民を対象とした予

防接種法に基づく特例的な臨時接種は、日本国内に住民票を有しない海外在

留邦人等はその対象者に含まれなかったが、ワクチン接種体制が不十分な国

に在留する邦人等に対しても接種の機会を提供するため、東京国際空港及び

成田国際空港等において一時帰国者等向けにワクチン接種が行われた。 

 

４．情報提供・共有（第３部第７章 3-5） 

対応期における対応に当たって、「情報提供・共有、リスクコミュニケー

ションに関するガイドライン」に掲げられる事項のうち、予防接種におけ

る情報提供にも活用できるものについては、積極的に活用する。 

また、予防接種に関する情報提供については、疾病の特徴やワクチンの

有効性・安全性の知見等に基づき、その時々の状況に応じた対応が求めら

れるが、ここでは一例として、新型コロナワクチンに係る対応状況を中心

に示すこととする。 

 

（１）総論 

① 「情報提供・共有、リスクコミュニケーションに関するガイドライ

ン」においては、広報専従のチームをつくり、意思決定に関与する人

が広報担当責任者となることや、受け手に応じた言葉と媒体で発信す

ること、コールセンターなどで得られた国民の疑問をフィードバック

してＱ＆Ａなどとして発信することなどが示されており、こうした原

則に従って当初からリソースを配分して、広報の実施を図る。 

② 厚生労働省からの情報発信の手段としては、(a) ウェブ（厚生労働

省ウェブサイト、SNS 等）を通じた直接の情報発信 (b) 地方公共団体
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に資材を提供することによる、地方公共団体を通じた情報発信 (c) 

プレスを通じた情報発信 (d)その他の取組、がある。 

③ 国は、記者会見やプレスリリースだけでなく、国民に直接読んでい

ただくためのウェブサイトやリーフレット等の資材を、国の方針決定

の直後に提供する必要がある。こうした対応のため、広報担当者（デ

ザイン担当者を含む。）が、意思決定担当者と密接に共同作業を行う必

要がある。また、国民に理解していただける内容にするため、広報担

当者が、高齢者や小児と保護者などを含む一般の方々に直接御意見を

聞きながら資材等を作成することが考えられる。 

④ 国は、コールセンターの受電状況や SNS の発信・拡散状況等を確認

し、よくある質問や意見等に対する考え方等を厚生労働省ウェブサイ

ト上に掲載するとともに、必要に応じて SNS 等での情報発信を行う。 

⑤ このほか、国は、政府広報等により、訴求対象に応じた媒体を活用

した広報・情報発信を行うほか、地方公共団体においては、地域にお

ける接種に対応する医療機関の情報、接種の状況、各種相談窓口など、

必要な情報提供を行うことも検討する。 

⑥ 国、地方公共団体からの直接の情報発信と、マスメディアを通じた

情報発信の双方が重要であるが、近年、インターネットを通じた直接

の情報発信の役割が大きくなっていることに留意が必要である。 

⑦ このほか、第２章５．（４）に掲げる取組については、対応期には特

に重要となることから、留意して対応する必要がある。 

⑧ ワクチン接種後の健康被害は不可避的に生ずるものであることから、

健康被害救済制度について、引き続き、周知に取り組む。 

⑨ また、パンデミック時においては、特定接種及び住民接種に関する

広報を推進する必要がある一方で、定期の予防接種の接種率が低下し、

定期の予防接種の対象疾病のまん延が生じないようにする必要がある

ことから、国及び市町村においては、引き続き定期の予防接種の必要

性等の周知に取り組む。 

 

表５ 国からの情報発信の例（新型コロナワクチンの事例） 

(a) ウェブを通

じた情報発信 

○厚生労働省ウェブサイトに以下のような情報を

掲載するとともに、官邸ホームページに新型コ

ロナワクチンサイトを特設。 

・「新型コロナワクチンについて」 

厚生労働省からの一次情報を全て掲載。見読性

を高めるため、平易な解説文や画像ファイルな

ども掲載。 
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・「新型コロナワクチンＱ＆Ａ」 

接種を受けられるか、接種後の生活、発熱時の

対処など、一般の方が知りたい身近な疑問への

回答。 

・「コロナワクチンナビ」 

接種場所の検索が可能。 

○比較的若年の世代への周知や、より迅速な情報

提供等のためには、SNS（X や Facebook）を活用

した発信を実施。 

(b) 地方公共団

体への資材提供 

シーンに応じたリーフレット等を地方公共団体に

提供 

・「接種のお知らせ」 個別送付を想定。 

・「接種後の注意点」 会場での配布を想定。 

・その他、問診時に提示する解説資料などを提

供。 

※多言語版、「やさしい日本語」版なども作成・提

供 

(c) プレスを通

じた情報発信 
厚生労働大臣等による記者会見 

(d) その他 ・政府広報 

・地方公共団体における各種情報提供 

 

（２）特定接種に係る対応 

① 特定接種については、登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定

める基準に該当する業務に従事している者並びに新型インフルエンザ

等対策の実施に携わる国家公務員及び地方公務員を対象とした接種で

あることから、その対象者に的確な情報が伝達されるよう周知を行う

ことが必要である。 

② 業種の担当省庁を通じて登録事業者等（登録事業者や接種対象者）

に、接種の目的、実施方法、有効性、安全性等に関する情報提供を行

うとともに、インターネットやマスメディアを通じて、随時、以下に

示す情報の提供を行う。 

ａ 国は、ワクチン接種に係るデータの収集・分析などを行い、有効

性・安全性の確保に努めるとともに、有効性・安全性に関する知見

等について、都道府県、市町村、国民等に対し、積極的かつ迅速に

周知する。また、接種の目的・必要性やリスク、実施方法等につい

て、分かりやすく周知する。これらの情報を分かりやすく取りまと

めたＱ＆Ａや広報資材などを作成する。 

ｂ 都道府県及び市町村は、具体的な接種の進捗状況や、ワクチンの
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有効性・安全性に関する情報、相談窓口（コールセンター等）の連

絡先など、接種に必要な情報を提供する。 

③ 特定接種は、ワクチンの供給量が限られている中、登録事業者に所

属しており厚生労働大臣の定める基準に該当する業務に従事している

者並びに新型インフルエンザ等対策の実施に携わる国家公務員及び地

方公務員を対象とし、その他の国民を対象としないことから、その目

的・趣旨や、接種によって医療の提供や国民生活及び国民経済の安定

が確保されることにより国民全体に利益が及ぶことについて、分かり

やすく広報を行う必要がある。 

④ また、特定接種について、国民の理解を得るため、住民接種の見通

しについても明らかにする。 

 

（３）住民接種に係る対応 

① 国、都道府県は、問合せに応えるための窓口を設置し、対応を強化

するほか、市町村は、実施主体として、住民からの基本的な相談に応

じる。 

② 特措法第 27 条の２第１項に基づく住民接種については、接種を緊急

に実施するものであり、接種時には次のような状況が予想される。 

ａ 新型インフルエンザ等の流行に対する不安が極めて高まっている。 

ｂ ワクチンの需要が極めて高い一方、当初の供給が限られている。 

ｃ ワクチンの有効性・安全性については、当初の情報が限られ、接

種の実施と並行して情報収集・分析が進められるため、逐次様々な

知見が明らかになる。 

ｄ 平時の予防接種では実施していない接種体制がとられることとな

り、そのための混乱も起こり得る。 

③ これらを踏まえ、広報に当たっては、国、都道府県及び市町村は、

次のような点に留意する。 

ａ 接種の目的や優先接種の意義等を分かりやすく伝えることが必要

である。 

ｂ ワクチンの有効性・安全性についての情報をできる限り公開する

とともに、分かりやすく伝えることが必要である。 

ｃ 接種の時期、方法など、国民一人一人がどのように対応するべき

かについて、分かりやすく伝えることが必要である。 

④ 国においては、ワクチン接種に係るデータの収集・分析などを行い、

有効性・安全性の確保に努めるとともに、有効性・安全性に関する知

見等について、都道府県、市町村、国民等に対し、積極的かつ迅速に
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周知する。また、接種の目的、実施方法（優先接種対象者や接種スケ

ジュールを含む。）等について、分かりやすく周知する。これらの情報

を分かりやすく取りまとめたＱ＆Ａや広報資材などを作成する。 

⑤ 都道府県においては、様々な広報媒体を活用して、具体的な接種ス

ケジュールや接種の実施場所・方法、ワクチンの有効性・安全性に関

する情報、相談窓口（コールセンター等）の連絡先等の周知を行う。 

⑥ 市町村においては、実施主体として、具体的な接種スケジュールや

接種の実施場所・方法、ワクチンの有効性・安全性に関する情報、相

談窓口（コールセンター等）の連絡先等の周知を行う。 

 

５．有効性・安全性に関する調査について（第３部第７章 3-4） 

（１）有効性 

ａ プレパンデミックワクチン及びパンデミックワクチンは、大規模に

接種が行われることとなることから、接種と並行して迅速に有効性に

関する情報を収集し、継続的に接種の継続の可否を判断するとともに、

有効性に関する情報を国民に提供することが必要である。このため、

厚生労働省は、プレパンデミックワクチン及びパンデミックワクチン

の接種に当たっては、国内外の情報を収集して、科学的な根拠に基づ

き、有効性の評価を行う。 

ｂ 国等は、情報基盤を活用して収集された正確な接種記録等が匿名化

されたデータベースを活用し、NDB 等との連結解析も実施しつつ、ワク

チンの有効性・安全性評価を実施する。 

ｃ ウイルスの亜型の情報、これまでの研究におけるプレパンデミック

ワクチン既接種者の保存血清と発生したウイルス株の交さ免疫性の調

査の結果等に基づき、発生した新型インフルエンザ等の抗原性を評価

した上で、厚生労働省は、プレパンデミックワクチンの接種に使用す

るワクチンを決定する。 

ｄ プレパンデミックワクチン及びパンデミックワクチンの接種に当た

って、厚生労働省は、先行的に接種を受けた者の所属事業者や接種実

施主体の協力を得て、ワクチン被接種者の一部について、同意を得た

上でワクチン接種前後に血液検査を行い、発生したウイルス株に対す

る抗体価を測定し、以下に示す当該ワクチンの有効性を評価・確認す

る（調査の対象は、普遍性を担保するため、幅広い年齢層とするとと

もに、限定した地域から選出しないように留意する。）。 

ⅰ プレパンデミックワクチン接種後 

プレパンデミックワクチン接種の効果及びプレパンデミックワクチ
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ン既接種者に対するパンデミックワクチン接種の必要性について 

ⅱ パンデミックワクチン初回接種後（複数回の接種を要する場合を

含む。） 

パンデミックワクチン追加接種の必要性について 

ⅲ パンデミックワクチン追加接種後 

パンデミックワクチン接種の効果について 

ｅ 過去に流行したウイルスと抗原性の近いウイルスが流行した場合に

は、年齢層によっては、１回接種で効果を発揮する場合もあることか

ら、１回接種で効果を有するかどうかについても、早期に検討を行う。 

ｆ 厚生労働省は、新型インフルエンザ等の発症防止・重症化防止への

効果の確認のため、プレパンデミックワクチンを準備期の臨床研究に

おいて接種を受けた者、発生後にプレパンデミックワクチンの接種を

受けた者、パンデミックワクチンの接種を受けた者、何らかの事情で

パンデミックワクチンの接種を受けなかった者等の医療従事者等を含

む集団について、発症や重症化の状況を調査するコホート研究等を実

施し、流行後に評価を行う。 

 

（２）安全性 

ａ 季節性インフルエンザを含む定期の予防接種等によって副反応が発

生した場合の副反応疑い報告について、医師等に義務付けられている。 

ｂ 予防接種の実施主体である市町村を通じて、あらかじめ予防接種後

副反応疑い報告書及び調査票の提出方法について管内の医療機関に周

知する。医師等（予防接種を実施した以外の医師等を含む。）は、予防

接種法施行規則（昭和23年厚生省令第36号）第５条に規定する症状を

診断した場合、PMDA の電子報告システム又は報告様式により、速やか

にPMDAに報告する（当該報告は、予防接種法第12条に基づく報告と、

薬機法第68条の10第２項の報告を兼ねたものであり、医師等は、当該

報告のみを行うことで足りる。）。 

ｃ 厚生労働省（JIHS を含む。）又は PMDA は、副反応疑い報告を受けて、

医療機関等の協力を得て、必要な調査を実施し、公開の場で検討する。

検討に当たっては、副反応疑い報告の状況や、専門家による因果関係

の評価を踏まえ、必要に応じて安全対策を講じることとする。 

ｄ また、厚生労働省は、安全対策のため、副反応疑い報告をワクチン

の製造販売業者等に対し情報提供することがあるので、医療機関は、

薬機法第 68 条の２第１項に基づき、製造販売業者等から副反応等に関

する情報収集の協力依頼がなされた際には、同条第２項に基づき、製
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造販売業者の当該情報収集への協力に努める。 

ｅ 国は、JIHS 等と連携し、情報基盤を活用して収集された正確な接種

記録や副反応疑い報告の情報が匿名化されたデータベースを活用し、

NDB 等との連結解析等を実施し、ワクチンの有効性・安全性評価を実施

する。 

６．健康被害救済（第３部第７章 3-4-4） 

① 予防接種法に基づく予防接種により健康被害が生じた場合、被接種者

等からの申請に基づき、審査会において予防接種と健康被害との因果関

係について審査を行い、その結果に基づき給付が行われる。給付の実施

主体は、特定接種の場合はその実施主体、住民接種の場合は市町村とな

る。 

② 住民接種の場合、接種した場所が住所地以外でも、健康被害救済の実

施主体は、予防接種法第 15 条第１項に基づき、健康被害を受けた者が接

種時に住民票を登録していた市町村とする。 

③ 国は、申請件数等に応じて、審査会の増設等の審査の迅速化の措置を

講じるほか、地方公共団体向け手引きや FAQ の発出、また必要に応じて

申請様式の改正等の取組を実施する。また、地方公共団体や医療機関と

緊密に連携しながら、予防接種健康被害救済制度の周知に取り組む。 

④ 市町村は、予防接種健康被害救済制度について被接種者へ情報提供を

行い、申請を受け付けるほか、申請を行おうとする被接種者等からの相

談等への対応を適切に行う。
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特定接種の対象となり得る業種・職務について 

特定接種の対象となり得る者の範囲や総数、接種順位等は、新型インフルエ

ンザ等発生時に政府対策本部において、発生状況等に応じて柔軟に決定される

が、発生時に速やかに接種体制を整備するための基本的な考え方は以下のとお

り整理されている。 

 

（１）特定接種の登録対象者 

 

Ａ 医療分野  

（A-1:新型インフルエンザ等医療型､A-2:重大・緊急医療型） 

業種 類

型 

業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

新型インフ

ルエンザ等

医療型 

 

A-1 新型インフルエンザ等

の患者又は新型インフ

ルエンザ等にり患して

いると疑うに足りる正

当な理由のある者に対

して、新型インフルエ

ンザ等に関する医療の

提供を行う病院、診療

所、薬局及び訪問看護

ステーション 

 

新型インフルエ

ンザ等医療の提

供 

 

協定締結医療機関

等において新型イ

ンフルエンザ等医

療の提供に従事す

る者（医師、看護

師、薬剤師、窓口

事務職員等） 

厚生労働省 

重大・緊急

医療型 

 

A-2 救命救急センター、災

害拠点病院、公立病

院、地域医療支援病

院、国立ハンセン病療

養所、国立研究開発法

人国立がん研究センタ

ー、国立研究開発法人

国立循環器病研究セン

ター、国立研究開発法

人国立精神・神経医療

研究センター、JIHS、

国立研究開発法人国立

成育医療研究センタ

ー、国立研究開発法人

国立長寿医療研究セン

ター、独立行政法人国

立病院機構の病院、独

立行政法人労働者健康

生命・健康に重

大・緊急の影響

がある医療の提

供 

 

重大・緊急の生命

保護に従事する有

資格者（医師、歯

科医師、薬剤師、

保健師、助産師、

看 護 師 、 准 看 護

師、救急救命士、

歯科衛生士、歯科

技工士、診療放射

線技師、臨床検査

技師、臨床工学技

士、義肢装具士、

理学療法士、作業

療法士、視能訓練

士、言語聴覚士、

管理栄養士） 

厚生労働省 

（別添） 
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業種 類

型 

業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

安全機構の病院、独立

行政法人地域医療機能

推進機構の病院、日本

赤十字病院、社会福祉

法人恩賜財団済生会の

病院、厚生農業協同組

合連合会の病院、社会

福祉法人北海道社会事

業協会の病院、大学附

属病院、二次救急医療

機関、救急告示医療機

関、分娩を行う医療機

関、透析を行う医療機

関 

（注１）重大緊急医療型小分類には、公立の医療機関も含め記載。 
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Ｂ 国民生活・国民経済安定分野 

（Ｂ－1：介護・福祉型、Ｂ－2：指定公共機関型、Ｂ－3：指定公共機関同類型、Ｂ－4：社会インフラ型、Ｂ－５：その他）  

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

社会保険・

社会福祉・

介護事業 

 

B-1 

 

介護保険施設

（A－1 に分

類されるもの

を除く。）、指

定居宅サービ

ス事業、指定

地域密着型サ

ービス事業、

老人福祉施

設、有料老人

ホーム、障害

福祉サービス

事業、障害者

支援施設、障

害児入所支援

施設、救護施

設、児童福祉

施設 

 

サービスの停止等が

利用者の生命維持に

重大・緊急の影響が

ある介護・福祉サー

ビスの提供 

サービスの停止等が

利用者の生命維持に

重大・緊急の影響が

ある利用者（要介護

度３以上、障害程度

区分４（障害児にあ

っては、短期入所に

係る障害児程度区分

２と同程度）以上又

は未就学児以下）が

いる入所施設と訪問

事業所 

 

介護等の生命維持に

関わるサービスを直

接行う職員（介護職

員、保健師・助産

師・看護師・准看護

師、保育士、理学療

法士等）と意思決定

者（施設長） 

 

厚生労働省 

医薬品・化

粧品等卸売

業 

 

B-2 

B-3 

 

医薬品卸売販

売業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な医療用医薬品又

は体外診断用医薬品

の販売 

 

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

用医薬品又は体外診

断用医薬品の販売、

配送 

 

厚生労働省 

医薬品製造

業 

 

B-2 

B-3 

 

医薬品製造販

売業 

医薬品製造業 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な医療用医薬品の

生産 

 

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

用医薬品の元売り、

製造、安全性確保、

品質確保 

 

厚生労働省 

体外診断用 B-2 体外診断用医 新型インフルエンザ 新型インフルエンザ 厚生労働省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

医薬品製造

業 

B-3 

 

薬品製造販売

業 

体外診断用医

薬品製造業 

等発生時における必

要な体外診断用医薬

品の生産 

等医療又は重大・緊

急医療に用いる体外

診断用医薬品の元売

り、製造、安全性確

保、品質確保 

医療機器修

理業 

医療機器販

売業 

医療機器貸

与業 

B-2 

B-3 

 

医療機器修理

業 

医療機器販売

業 

医療機器貸与

業 

 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な医療機器の販売 

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

機器の販売、配送 

 

厚生労働省 

医療機器製

造業 

 

B-2 

B-3 

 

医療機器製造

販売業 

医療機器製造

業 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な医療機器の生産 

 

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

機器の元売り、製

造、安全性確保、品

質確保 

 

厚生労働省 

再生医療等

製品販売業 

B-2 

B-3 

再生医療等製

品販売業 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な再生医療等製品

の販売 

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる再生

医療等製品の販売、

配送 

厚生労働省 

再生医療等

製品製造業 

B-2 

B-3 

再生医療等製

品製造販売業 

再生医療等製

品製造業 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な再生医療等製品

の生産 

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる再生

医療等製品の元売

り、製造、安全性確

保、品質確保 

厚生労働省 

ガス業 

 

 

B-2 

B-3 

ガス業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要なガスの安定的・

適切な供給 

 

原料調達、ガス製

造、ガスの供給監

視・調整、設備の保

守・点検、緊急時の

保安対応、製造・供

給・顧客情報等の管

理、製造・供給に関

連するシステムの保

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

守業務 

 

銀行業 

 

B-2 

 

中央銀行 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な通貨及び金融の

安定 

 

銀行券の発行ならび

に通貨及び金融の調

節、資金決済の円滑

の確保を通じ信用秩

序の維持に資するた

めの措置 

財務省 

空港管理者 

 

B-2 

B-3 

 

空港機能施設

事業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な旅客運送及び緊

急物資（特措法施行

令第 14 条で定める医

薬品、食品、医療機

器その他衛生用品、

燃料をいう。以下同

じ。）の航空機による

運送確保のための空

港運用 

 

航空保安検査、旅客

の乗降に関する業

務、燃料補給、貨物

管理、滑走路等維持

管理 

 

国土交通省 

 

航空運輸業 

 

B-2 

B-3 

 

航空運送業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な旅客運送及び緊

急物資の運送 

 

航空機の運航業務、

客室業務、運航管理

業務、整備業務、旅

客サービス業務、貨

物サービス業務 

 

国土交通省 

 

水運業 B-2 

B-3 

 

外航海運業 

沿海海運業 

内陸水運業 

船舶貸渡業 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な緊急物資の運送

業務 

船舶による緊急物資

の運送業務 

 

国土交通省 

 

通信業 

 

B-2 

B-3 

固定電気通信

業 

移動電気通信

業 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な通信の確保 

 

通信ネットワーク・

通信設備の監視・運

用・保守、社内シス

テムの監視・運用・

保守 

 

総務省 

 

鉄道業 

 

B-2 

B-3 

 

鉄道業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な旅客運送及び緊

急物資の運送 

運転業務、運転指令

業務、信号取扱い業

務、車両検査業務、

運用業務、信号シス

国土交通省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

 テム・列車無線・防

災設備等の検査業

務、軌道及び構造物

の保守業務、電力安

定供給のための保守

業務、線路・電線路

設備保守のための統

制業務（電力指令業

務 、 保 線 指 令 業

務）、情報システム

の管理業務 

 

電気業 

 

B-2 

B-3 

電気業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な電気の安定的・

適切な供給 

 

発電所・変電所の運

転監視、保修・点

検、故障・障害対

応、燃料調達受入、

資機材調達、送配電

線の保修・点検・故

障・障害対応、電力

系統の運用・監視・

故障・障害対応、通

信システムの維持・

監視・保修・点検・

故障・障害対応 

 

経済産業省 

道路貨物運

送業 

 

B-2 

B-3 

 

一般貨物自動

車運送業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な緊急物資の運送 

 

トラックによる緊急

物資の運送の集荷・

配送・仕分け管理、

運行管理、整備管理 

 

国土交通省 

 

道路旅客運

送業 

 

B-2 

B-3 

 

一般乗合旅客

自動車運送業 

患者等搬送事

業 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な旅客の運送 

 

旅客バス・患者等搬

送事業用車両の運転

業務、運行管理業

務、整備管理業務 

 

国土交通省 

 

放送業 

 

B-2 

B-3 

公共放送業 

民間放送業 

新型インフルエンザ

等発生時における国

民への情報提供 

 

新型インフルエンザ

等発生に係る社会状

況全般の報道を行う

ための取材、編成・

総務省 

 



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 

（別添） 

- 57 - 
 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

 番組制作、番組送

出、現場からの中

継、放送機器の維持

管理、放送システム

維持のための専門的

な要員の確保 

 

郵便業 

 

B-2 

B-3 

 

郵便 

 

新型インフルエンザ

等発生時における郵

便の確保 

 

郵便物の引受・配達 

 

総務省 

 

映 像 ・ 音

声・文字情

報制作業 

B-3 

 

新聞業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における国

民への情報提供 

 

 

新聞（一般紙）の新

型インフルエンザ等

発生に係る社会状況

全般の報道を行うた

めの取材業務、編

集・制作業務、印

刷・販売店への発送

業務、編集・制作シ

ステムの維持のため

の専門的な要員の確

保 

経済産業省 

銀行業 

 

B-3 

 

銀行 

中小企業等金

融業 

農林水産金融

業 

政府関係金融

機関 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な資金決済及び資

金の円滑な供給 

 

現金の供給、資金の

決済、資金の融通、

金融事業者間取引 

金融庁 

内閣府 

経済産業省 

農林水産省 

財務省 

厚生労働省 

河川管理・

用水供給業 

 

― 河川管理・用

水供給業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における必

要な水道、工業用水

の安定的・適切な供

給に必要な水源及び

送水施設の管理 

 

ダムの流量調節操作

及び用水供給施設の

操作、流量・水質に

関する調査、ダム及

び用水供給施設の補

修・点検・故障・障

害対応 

国土交通省 

工業用水道

業 

― 工業用水道業 新型インフルエンザ

等発生時における必

要な工業用水の安定

浄水管理、水質検

査、配水管理、工業

用水道設備の補修・

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

的・適切な供給 

 
点検・故障・障害対

応 

下水道業 

 

― 下水道処理施

設維持管理業 

下水道管路施

設維持管理業 

新型インフルエンザ

等発生時における下

水道の適切な運営 

 

処理場における水処

理・汚泥処理に係る

監視・運転管理、ポ

ンプ場における監

視・運転管理、管路

における緊急損傷対

応 

 

国土交通省 

上水道業 

 

― 上水道業 新型インフルエンザ

等発生時における必

要 な 水 道 水の 安 定

的・適切な供給 

 

浄水管理、導・送・

配水管理、水道施設

の故障・障害対応、

水質検査 

国土交通省 

金融証券決

済事業者 

 

B-4 

 

全国銀行資金

決済ネットワ

ーク 

金融決済シス

テム 

新型インフルエンザ

等発生時における金

融システムの維持 

 

金融機関間の決済、

CD/ATMを含む決済イ

ンフラの運用・保守 

 

 

金融庁 

 

  金融商品取引

所等 

 

 

 

 

 銀行等が資金決済や

資金供給を円滑に行

うために必要な有価

証券や派生商品の取

引を行うための注文

の受付、付合せ、約

定 

 

金融商品取引

清算機関 

 

 有価証券や派生商品

の取引に基づく債務

の引受け、取引の決

済の保証 

振替機関 

 

 

 売買された有価証券

の権利の電子的な受

渡し 

石油・鉱物

卸売業 

 

B-4 

 

石油卸売業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における石

油製品（LP ガスを含

む。）の供給 

石油製品（LPガスを

含む。）の輸送・保

管・出荷・販売 

 

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

石油製品・

石炭製品製

造業 

B-4 

 

石油精製業 新型インフルエンザ

等発生時における石

油製品の製造 

 

製油所における関連

施設の運転、原料及

び製品の入出荷、保

安防災、環境保全、

品質管理、操業停

止、油槽所における

製品配送及び関連業

務、貯蔵管理、保安

防災、環境保全、本

社・支店における需

給対応（計画・調

整）、物流の管理 

 

経済産業省 

熱供給業 

 

B-4 

 

熱供給業 

 

新型インフルエンザ

等発生時における熱

供給 

 

燃料調達、冷暖房・

給湯の供給監視・調

整、設備の保守・点

検、製造・供給に関

する設備・システム

の保守・管理 

 

経済産業省 

飲食料品小

売業 

 

B-5 各種食料品小

売業 

食料品スーパ

ー 

コンビニエン

スストア 

 

新型インフルエンザ

等発生時における最

低 限 の 食 料品 （ 缶

詰 ・ 農 産 保存 食 料

品、精穀・精粉、パ

ン・菓子、レトルト

食品、冷凍食品、め

ん類、育児用調整粉

乳 を い う 。以 下 同

じ。）の販売 

 

食料品の調達・配

達、消費者への販売

業務 

 

農林水産省 

経済産業省 

各種商品小

売業 

 

B-5 百貨店・総合

スーパー 

新型インフルエンザ

等発生時における最

低限の食料品、生活

必需品（石けん、洗

剤、トイレットペ―

パー、ティッシュペ

ー パ ー 、 シャ ン プ

ー 、 ご み ビニ ー ル

袋 、 衛 生 用品 を い

食料品、生活必需品

の調達・配達、消費

者への販売業務 

 

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

う。以下同じ。）の販

売 

 

食料品製造

業 

 

B-5 缶詰・農産保

存食料品製造

業 

精穀・製粉業 

パン・菓子製

造業 

レトルト食品

製造業 

冷凍食品製造

業 

めん類製造業 

処理牛乳・乳

飲 料 製 造 業

（育児用調整

粉乳に限る） 

 

新型インフルエンザ

等発生時における最

低限の食料品の供給 

最低限の食料品の製

造、資材調達、出荷

業務 

農林水産省 

飲食料品卸

売業 

 

B-5 食料・飲料卸

売業 

卸売市場関係

者 

新型インフルエンザ

等発生時における最

低限の食料品及び食

料品を製造するため

の原材料の供給 

 

 

食料品・原材料の調

達・配達・販売業務 

 

農林水産省 

  

石油事業者 B-5 燃 料 小 売 業

（LPガス、ガ

ソリンスタン

ド） 

新型インフルエンザ

等発生時における LP

ガス、石油製品の供

給 

 

オートガススタンド

における LP ガスの

受入・保管・販売・

保安点検 

サービスステーショ

ンにおける石油製品

の受入・保管・配

送・販売・保安点検 

 

経済産業省 

その他の生

活関連サー

ビス業 

B-5 火葬・墓地管

理業 

 

火葬の実施 

 
遺体の火葬業務 

 

厚生労働省 

その他の生

活関連サー

ビス業 

B-5 冠婚葬祭業 

 

遺体の死後処置 遺体の死後処理に際

して、直接遺体に触

れる作業（創傷の手

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

当・身体の清拭・詰

め物・着衣の装着） 

 

その他小売

業 

B-5 ドラッグスト

ア 

新型インフルエンザ

等発生時における最

低限の生活必需品の

販売 

 

生活必需品の調達・

配達、消費者への販

売業務 

 

経済産業省 

厚生労働省 

廃棄物処理

業 

 

B-5 産業廃棄物処

理業 

 

医療廃棄物の処理 

 
医療機関からの廃棄

物の収集運搬、焼却

処理 

 

環境省 

（注２）業種名は、原則として日本標準産業分類上の整理とする。 

（注３）上記の標準産業分類には該当しないが、特定接種対象業種と同様の社

会的役割を担う事業所については同様の社会的役割を担っている日本

標準産業分類に該当する事業所として整理する。 

（注４）水先業及びタグ事業については、水運業の一体型外部事業者とする。 

（注５）倉庫業、港湾運送業、貨物利用運送業については、取り扱う物資によ

って公益性が変化するため、緊急物資の運送業務に必要な事業者につ

いては、外部事業者とする。また、緊急物資について荷主企業や運送

事業者と長期的（恒常的）な契約を結ぶなど、一体的な業務を行って

いるところは一体型外部事業者として処理し、これらと短期的な契約

を行っている事業者は、一般の外部事業者とする。 

 

 

（２）特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務員 

特定接種の対象となり得る新型インフルエンザ等対策の職務は以下のいずれ

かに該当する者である。 

区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務 

    （＝新型インフルエンザ等の発生により生ずる又は増加する職務） 

区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実

施が強く求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とす

る業務や国家の危機管理に関する職務 

区分３：民間の登録事業者と同様の職務 
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区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

政府対策本部の意思決定、総合調整等に関する

事務  

政府対策本部員 区分１ 統括庁 

政府対策本部の事務 

 

政府対策本部事務

局職員 

区分１  統括庁 

政府が行う意思決定・重要政策の企画立案に関

わる業務、閣議関係事務 

 

内閣官房職員（官

邸・閣議関係職

員） 

区分１ 統括庁 

政府対策本部の意思決定に必要な専門的知見の

提供 

 

推進会議委員 区分１ 統括庁 

各省庁の意思決定・総合調整に関する事務（秘

書業務を含む。） 

 

 

各省庁政務三役

（大臣・副大臣・

大臣政務官） 

秘書官 

 

区分１ 各省庁 

各省庁の新型インフルエンザ等対策の中核を担

う本部事務 

具体的な本部事務の考え方は、以下のとおり。 

・対策本部構成員、幹事会構成員、事務局員の

みを対象 

・事務局員については、新型インフルエンザ等

対策事務局事務に専従する者のみ 

 

各省庁対策本部構

成員 

各省庁対策幹事会

構成員 

各省庁対策本部事

務局担当者 

 

区分１ 各省庁 

諸外国との連絡調整、在外邦人支援 

 

在外公館職員 

 

区分１ 外務省 

検疫・動物検疫・入国管理・税関の強化 

（検疫実施空港・港における水際対策・検疫事

務） 

 

検疫所職員 

動物検疫所職員 

入国管理局職員 

税関職員 

 

区分１ 厚生労働省 

農林水産省 

法務省 

財務省 

国内外の情報収集・検査体制の整備・ワクチン

製造株の開発・作製 

 

JIHS 職員 

 

区分１ 厚生労働省 

緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（行政

府） 

 

内閣法制局職員 区分１ 内閣法制局 

都道府県対策本部の意思決定、総合調整等に関

する事務 

 

都道府県対策本部

員 

 

区分１ ― 
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特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

都道府県対策本部の事務 

 

都道府県対策本部

事務局職員 

 

区分１ ― 

市町村対策本部の意思決定、総合調整等に関す

る事務 

 

市町村対策本部員 

 

区分１ ― 

市町村対策本部の事務 

 

市町村対策本部事

務局職員 

 

区分１ ― 

新型インフルエンザウイルス性状解析、抗原解

析、遺伝子解析、発生流行状況の把握 

地方衛生研究所職

員 

区分１ ― 

住民への予防接種、協定指定医療機関との調

整、疫学的調査、検体の採取 

 

保健所職員 

市町村保健師 

市町村保健センタ

ー職員 

 

区分１ ― 

新型インフルエンザ等対策に必要な法律の制

定・改正、予算の議決、国会報告に係る審議

（秘書業務を含む。） 

 

国会議員 

国会議員公設秘書

（政策担当秘書、

公設第一秘書、公

設第二秘書） 

 

区分１ ― 

新型インフルエンザ等対策に必要な都道府県、

市町村の予算の議決、議会への報告 

 

地方議会議員 

 

区分１ ― 

国会の運営 

 

衆議院事務局職員 

参議院事務局職員 

区分１ ― 

地方議会の運営 

 

地方議会関係職員 

 

区分１ ― 

緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（立法

府） 

 

衆議院法制局職員 

参議院法制局職員 

 

区分１ ― 
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区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施

が強く求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業

務や国家の危機管理に関する職務 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

令状発付に関する事務 

 

裁判所職員 

 

区分２ ― 

勾留請求、勾留状の執行指揮等に関する事務 

 

検察官 区分２ 法務省 

刑事施設等（刑務所、拘置所、少年刑務所、少

年院、少年鑑別所）の保安警備 

 

刑事施設等職員 

 

区分２ 法務省 

医療施設等の周辺における警戒活動等 

犯罪の予防・検挙等の第一線の警察活動 

 

警察職員 

 

区分１ 

区分２ 

警察庁 

救急 

消火、救助等 

消防職員 

消防団員 

都道府県の航空消

防隊 

救急搬送事務に従

事する職員（消防

本部を置かない市

町村において救急

搬送事務を担当す

ることとされてい

る職員に限る。） 

区分１ 

区分２ 

消防庁 

事件・事故等への対応及びそれらを未然に防止

するため船艇・航空機等の運用、船舶交通のた

めの信号等の維持 

海上保安官 

 

区分１ 

区分２ 

海上保安庁 

防衛医科大学校病院及び各自衛隊病院等におけ

る診断・治療 

家きんに対する防疫対策、在外邦人の輸送、医

官等による検疫支援、緊急物資等の輸送 

その他、第一線（部隊等）において国家の危機

に即応して対処する事務 

自衛隊の指揮監督 

防衛省職員 区分１ 

区分２ 

防衛省 

国家の危機管理に関する事務 

 

内閣官房職員 

各省庁職員 

区分２ 内閣官房 

各省庁 
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区分３：民間の登録事業者と同様の業務 

（１）の新型インフルエンザ等医療型、重大・緊急医療型、社会保険・社会

福祉・介護事業、電気業、ガス業、鉄道業、道路旅客運送業、航空運送業又は

空港管理者（管制業務を含む。）、火葬・墓地管理業、産業廃棄物処理業、上水

道業、河川管理・用水供給業、工業用水道業及び下水道処理施設維持管理業及

び下水道管路施設維持管理業と同様の社会的役割を担う職務（運用は登録事業

者と同様とする。） 

 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

新型インフルエンザ等医療型 国立、県立・市町

村立の医療施設職

員 

区分３ ― 

重大・緊急医療型 ― 

社会保険・社会福祉・介護事業 国立、県立・市町

村立の介護・福祉

施設職員 

区分３ ― 

電気業 電気業に従事する

職員 

区分３ ― 

ガス業 ガス業に従事する

職員 

区分３ ― 

鉄道業 鉄道業に従事する

職員 

区分３ ― 

道路旅客運送業 道路旅客運送業に

従事する職員 

区分３ ― 

航空運送業又は空港管理者（管制業務を含

む。） 

地方航空局職員、

航空交通管制部職

員 

区分３ 国土交通省 

火葬・墓地管理業 火葬場・墓地に従

事する職員 

 

区分３ ― 

産業廃棄物処理業 医療廃棄物処理業

に従事する職員 

 

区分３ ― 

上水道業 上水道業に従事す

る職員 

区分３ ― 

河川管理・用水供給業 河川管理・用水供

給業に従事する職

員 

区分３ ― 

工業用水道業 工業用水道業に従

事する職員 

区分３ ― 
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特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

下水道処理施設維持管理業及び下水道管路施設

維持管理業 

下水道業に従事す

る職員 

区分３ ― 

 


